
【実施事業概要】　　　

10,110千円

側溝　Ｌ＝227ｍ

舗装　Ａ＝880㎡

（5件） （2件）

8,861千円 2,951千円

側溝　Ｌ＝31.30ｍ

舗装　Ａ＝443.05㎡

石巻地区　1箇所
河南地区　1箇所
　　　計　2箇所

Ｈ26

側溝　Ｌ＝296.2ｍ

舗装　Ａ＝2,604㎡

敷砂利　Ａ＝236㎡

（4件）

Ｈ27

10世帯

対象世帯数

3.30㎡

31.30㎡

実施場所

箇所数

　実施箇所の生活環境の向上及び交通の安全確保が図られた。

Ｈ25

石巻地区　3箇所
北上地区　1箇所
　　　計　4箇所

石巻地区　5箇所
　　　計　5箇所

28.00㎡

舗装

湊字鳥井崎地内 5世帯

側溝整備

5世帯

10,000,000

　地域住民複数で利用する私道の整備に対し助成を行っており、実施状況については、以下のとおりで
ある。

年度

127.05㎡

Ｈ27実施状況（2箇所）

事業コード

2,951,000

その他

（単位：円）

取　組　実　績

　住民が供用する私道の整備を促進することで、市民の交通の安全を確保し、生活環境の改善・向上を
図るため、本助成制度を継続する。

006-002-002-00196 事　業　名

予算の執行状況
予算額

地域の個性が輝き融和
するまち

決算額

2,951,000

予
算
科
目

1 目

8 款

成果に係る評価

一般財源

決算額の財源内訳

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

2 項

総
合
計
画 日常生活を支える道路

網を形成する
(  )

(  )

　市民の生活環境の向上及び交通の安全を確保するため、住民が供用する私道の整備（舗装新設、側溝
新設、敷砂利、道路反射鏡新設、補修、参道土工）に対し、舗装55/100　側溝70/100を補助する。

Ｐ94

道路橋りょう総務費

私道舗装等助成費

私道舗装等助成事業

443.05㎡

中　事　業

第 2 節

( 2 )

復
興
計
画

第 6 章

地方債国(県)支出金

(  )

事業費

内容
敷砂利　Ａ＝72㎡

計

316.00㎡鹿又字嘉右衛門地内

土木費

道路橋りょう費
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【橋梁補修設計業務】

橋梁補修設計業務　Ｎ＝2橋　(清水跨線橋・住吉跨線橋)

契約額　7,020,000円（Ｈ27執行額　2,800,000円）

006-002-002-00199 事　業　名 道路ストック長寿命化事業

内　容

2橋（橋長15ｍ以上）

業務内容

委託費

実施計画
掲載ページ

2 項

　橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁補修設計・橋梁補修工事を実施することにより、橋梁の長寿命
化を図る。

事業コード

　当市が管理する道路施設（橋りょう、トンネル、舗装、法面等、附属物）の点検を行い、その成果を
基として、長寿命化修繕計画を策定し計画的な修繕により施設の長寿命化を図り、道路網の安全性や信
頼性を確保するもの。

目的及び事業内容

成果に係る評価

実施橋梁数

　劣化等により補修が必要となった市道橋りょうの補修設計業務に着手した。

土木費

道路橋りょう費 第 2 節

( 2 )

予
算
科
目

3 目

8 款
復
興
計
画

(  )

総
合
計
画

橋りょう維持費

(  )

(  )

第 6 章

日常生活を支える道路
網を形成する

地域の個性が輝き融和
するまち

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

Ｐ95

成　　　　果

取　組　実　績

中　事　業

　劣化等により補修が必要となった市道橋りょうの補修設計業務に着手した。

橋りょう管理費

区分

1,540,000

予算の執行状況

2,800,000

一般財源

予算額

9,549,360

決算額の財源内訳

決算額

地方債国(県)支出金

1,260,000

その他

（単位：円）
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　(1) 道路改良工事に伴う測量設計業務を実施した。

【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る測量設計業務を実施し、事業の進捗を図った。

1　平成27年度事業実施状況

予算の執行状況
予算額

8,000,000

決算額の財源内訳

決算額

1,960,000 160,000

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　本市河南広渕地区に位置する本路線と広域農道の交差点は、交差点の車線が変則となっており交通事
故の多発地点である。
　このため、交差点の改良を実施することにより、交通の円滑化、交通事故防止を図る。

　○ 交差点改良
　延長Ｌ＝600ｍ
　幅員Ｗ＝5.5ｍ
　施工箇所：石巻市広渕字二工区南地内

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　事業の進捗にあたって、道路法第95条の2の規定に基づき県公安委員会との調整を図るとともに、関
連用地を確保し早期完成を図る必要がある。

006-002-002-00570 沼8号線道路改良事業

2 項

総
合
計
画

道路新設改良費

(  )

(  )

(  )

事　業　名

予
算
科
目

4 目

8 款

道路新設改良事業費

第 2 節

( 2 )

復
興
計
画

地方債国(県)支出金

道路橋りょう費

土木費

一般財源

区分
事業（事業費換算）の進捗率

地域の個性が輝き融和
するまち

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

Ｐ95 中　事　業

日常生活を支える道路
網を形成する

1,800,000

第 6 章

達成率
（年度別）目標値 実績等

Ｈ27 12.7％ 3.1％ 24.4％
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(1)　道路改良工事

延長　Ｌ＝106.5ｍ

幅員　Ｗ＝2.4ｍ ～ 12.53ｍ

(2)　道路改良工事に伴う東北電力(株)及び東日本電信電話（株）の支障電柱移設の実施

※年次計画に従い、道路改良工事等を実施し、事業の進捗を図った。

96.9％ 99.5％

100.0％ 100.0％

区分
事業（事業費換算）の進捗率

達成率
目標値 実績等

97.4％

地域の個性が輝き融和
するまち

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

Ｐ96 中　事　業

日常生活を支える道路
網を形成する

15,200,000

道路新設改良事業費

地方債国(県)支出金 一般財源

決算額の財源内訳

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

事　業　名

4 目

8 款

2 項

樫崎・拾貫線道路改良事業

(  )

成果に係る評価

事業コード

　本線は、桃生樫崎地区と桃生太田地区を連絡する桃生小学校への通学路及び通勤のための幹線道路で
あるが、歩道が無く歩行者にとって危険な状態であるため、歩道設置により歩行者等の安全を確保する
とともに、車道等を拡幅し交通の利便性の向上を図る。
・実施期間：平成26年度～平成27年度
・全体計画：延長Ｌ＝106.5ｍ、車道幅員Ｗ＝6.75ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ
・施工箇所：石巻市桃生町太田字袖沢～石巻市桃生町太田字薬田

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

Ｈ26

Ｈ27 100.0％

【事業の進捗】

予
算
科
目

16,459,522

道路橋りょう費

土木費 第 6 章

（単位：円）

第 2 節

総
合
計
画

道路新設改良費

1,259,522

その他

取　組　実　績

　事業の進捗に当たっては、道路整備予定地の一部において地権者協力が得られない箇所があることか
ら、整備計画の見直しを図り、平成27年度事業完成とした。

006-002-002-00573

1　平成27年度事業実施状況

予算の執行状況
予算額

21,000,000

決算額
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1　平成27年度事業実施状況

(1)　道路改良工事に伴う沿道イントラケーブルの支障移転の実施

(2)　道路改良工事（Ｈ25事故繰越）

ア　延長Ｌ＝262ｍ

イ　車道幅員Ｗ＝10～15.5ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ

(3)　道路改良工事（現年度）

ア　延長Ｌ＝262ｍ

イ　車道幅員Ｗ＝10～15.5ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ

【事業の進捗】

※平成27年度においては、整備計画の北側、延長262ｍの道路改良工事等の整備を行った。

92.0％

86.3％ 71.0％

100.0％ 92.0％

事　業　名 南経塚鹿又線道路改良事業

　南経塚鹿又線は、蛇田地区と河南地区を結ぶ幹線道路であり、近年、蛇田地区の新市街地開発等によ
り交通量が増加し、路面の損傷が生じている。また、歩道が未設置であることから、歩道を整備し歩行
者等の安全を確保するとともに車道等を拡幅し交通の利便性の向上を図る。
・実施期間：平成20年度～平成28年度
・全体計画：延長Ｌ＝1,565ｍ、車道幅員Ｗ＝6.0ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ
・施工箇所：石巻市蛇田地内

68.5％

目標値

(  )

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）

Ｈ25 84.7％ 58.0％

(  )

南経塚鹿又線道路改良事業費

復
興
計
画

第  節

実施計画
掲載ページ

予
算
科
目

4 目

8

中　事　業

第  章
総
合
計
画

道路新設改良費

(  )

(  )

予算の執行状況
予算額

97,877,280

決算額の財源内訳

取　組　実　績

国(県)支出金

70,763,280

（単位：円）

一般財源

82.3％

実績等

Ｈ26

款

目的及び事業内容

成　　　　果

事業コード

2 項

土木費

道路橋りょう費

　年次計画に従い、事業を進めているが、交差点の改良工事等において、湧水等の対策のため工期に遅
れが生じたが、工法変更等計画の見直し等により、平成28年度に工事費の一部を繰り越し、同年4月末
の完成を図る。

成果に係る評価

決算額

38,200,000 4,763,280

その他

27,800,000

地方債

Ｈ27
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1　平成27年度事業実施状況

　(1)　道路改良工事に伴う概略設計業務を実施した。

【事業の進捗】

※年次計画に従い、概略設計業務を実施し、事業の進捗を図った。

38,000,000

8.8％

(  )

成　　　　果

実績等

Ｈ26 8.8％

復
興
計
画

第  章

87.5％

0.7％

区分
事業（事業費換算）の進捗率

(  ) (  )

事　業　名

土木費

道路橋りょう費

Ｈ25

中　事　業

単独線道路改良事業

予
算
科
目

4 目

8 款

道路新設改良事業費

4.2％ 47.7％

2 項

総
合
計
画

道路新設改良費

(  )

8.0％

第  節

事業コード

地方債国(県)支出金

実施計画
掲載ページ

達成率
（年度別）目標値

Ｈ27

0.8％ 0.7％

一般財源

16,300,000

成果に係る評価

その他

決算額の財源内訳

予算額

　事業の推進に当たっては、整備区間が広範囲であることから、より危険性の高い区間を優先的に整備
するよう具体的な整備計画の樹立が必要である。
　また、全体事業費が大きいことから、経済的な計画となるよう関係機関と調整していく。

予算の執行状況
決算額

16,349,040 49,040

（単位：円）

目的及び事業内容

　本市河北五十五人地区～鶴家地区に位置する本路線の改良区間は、通学路指定となっているものの、
狭あいであるとともに沿線には水路があり、通学児童・地域住民等の歩行者、通行車両にとって危険な
状況にある。
　道路拡幅と水路の改良整備を図ることにより、桃生高須賀地区から本路線を経由して三陸縦貫自動車
道河北ＩＣまでの高速交通体系が形成され、地区内の交通の円滑化や歩行者・通行車両の安全が確保さ
れる。
　実施期間：平成25年度～平成33年度
　全体計画：道路改良延長Ｌ＝3,200ｍ、Ｗ＝11.0ｍ、　水路改良Ｌ＝2,100ｍ
　施工箇所：石巻市小船越字大縄場～小船越字上楮子

取　組　実　績
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1　平成27年度事業実施状況

(1)　歩道設置工事に着手した

【事業の進捗】

※年次計画に従い、歩道設置工事に着手するとともに、工事施工に支障のある電柱等の移設を実

　施し、事業の進捗を図った。

予算の執行状況
予算額

60,969,677

決算額の財源内訳

決算額

24,439,677 24,439,677

その他

（単位：円）

取　組　実　績

　事業の推進に当たり、用地買収及び支障電柱等の移設を早期に行い、年次計画に基づく整備が図られ
るよう対応する必要がある。

006-002-002-00859 大瓜地区通学路線改良事業事　業　名

47.6％ 19.1％ 40.1％

事業（事業費換算）の進捗率

予
算
科
目

4 目

8 款

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

2 項

総
合
計
画

道路新設改良費

(  )

(  )

道路橋りょう費 第 2 節

( 2 )

復
興
計
画

　現道が狭く通学路の歩道が無いため、改良整備を実施する。

　歩道設置事業
　実施期間：平成26年度～平成30年度
　全体計画：延長Ｌ＝1,330ｍ、Ｗ＝9.0ｍ、歩道Ｗ＝2.5ｍ

地方債国(県)支出金

実績等

100.0％5.6％

一般財源

日常生活を支える道路
網を形成する

Ｈ26 5.6％

(  )

区分

延長　Ｌ＝374.75ｍ

幅員　Ｗ＝   2.5ｍ

Ｐ97 中　事　業

(2)　歩道設置工事に伴う東北電力㈱の支障電柱移設の実施

地域の個性が輝き融和
するまち

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

第 6 章

Ｈ27

道路新設改良事業費

土木費

達成率
（年度別）目標値
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(1)　[馬鞍工区]

ア　道路改良工事に伴う動態観測業務、用地測量業務、物件調査算定業務、

　土地鑑定評価業務を実施した。

イ　事業用地を取得、物件補償を実施した。　1件、899.57㎡

【事業の進捗】

※Ｈ23までの進捗率は7.8％

※年次計画に従い、用地測量業務、物件調査算定・土地鑑定評価業務とともに、事業用地購入を

実施し、事業の進捗を図った。

27.5％ 14.1％ 51.3％

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｐ97 中　事　業

Ｈ27

第 6 章
総
合
計
画

道路新設改良費

4,063,000

山崎馬鞍線道路改良事業費

24,588

その他 一般財源

復
興
計
画

地域の個性が輝き融和
するまち

土木費

道路橋りょう費

　本線は、飯野川地区内の生活幹線道路であり、国道45号へ通じる市街地等への通勤等に利用する地域
間道路でもあることから、地区内交通の円滑化、歩行者及び通行車両の安全確保を図り、緊急時の避難
路として整備する。
　
・実施期間：平成22年度～平成29年度
・全体計画：延長Ｌ＝990ｍ（690ｍ＋300ｍ）、幅員Ｌ＝7.5ｍ、橋梁Ｎ＝1基
・施工箇所：石巻市北上町橋浦字新三貫沢～石巻市馬鞍字土手下

( 2 )

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

日常生活を支える道路
網を形成する

山崎馬鞍線道路改良事業（馬鞍工区）

予
算
科
目

4 目

8 款

項

成果に係る評価

事業コード

2

目的及び事業内容

006-002-002-00876 事　業　名

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

第 2 節

取　組　実　績

予算の執行状況
予算額

22,359,000

決算額の財源内訳

決算額

7,387,588

（単位：円）

　事業の推進に当たっては、県河川災害復旧事業との調整や関係機関との協議を十分に行い、事業の進
捗を図る必要がある。

3,300,000

地方債国(県)支出金

Ｈ26 27.7％ 26.7％ 96.4％

29.8％ 27.7％ 93.0％

56.3％

1　平成27年度事業実施状況

Ｈ24 15.1％ 8.5％

Ｈ25
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1　平成27年度事業実施状況

(1)　道路改良工事に伴う測量調査設計業務を実施した。

(2)　道路改良工事

延長　Ｌ＝25.4ｍ

幅員　Ｗ＝ 4.0ｍ

【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る測量調査設計業務及び道路改良工事を実施し、事業の進捗を

図った。

　関係機関等との調整を十分に行い、平成28年度完成に向けた事業進捗を図る必要がある。

20,134,000

予算の執行状況
予算額

54,000,000

決算額の財源内訳

決算額

16,400,000

地方債国(県)支出金

36,607,560

成果に係る評価

事業コード

2

目的及び事業内容

006-002-002-00950 事　業　名

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

第 2 節

取　組　実　績

予
算
科
目

4 目

8 款

項

土木費

道路橋りょう費

日常生活を支える道路
網を形成する

総
合
計
画

道路新設改良費 ( 2 )

Ｐ98 中　事　業

金華山公園線災害防除事業

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

金華山公園線災害防除事業費

73,560

その他 一般財源

復
興
計
画

地域の個性が輝き融和
するまち

目標値

第 6 章

　金華山港から公園に向かう平坦部において法面の一部が崩壊しており、円滑な通行を確保するうえで
支障となっている。また、環境省において平成26年度に国立公園の指定を行っており、来島者の安全確
保を図り、震災前の来島者数を復活させるため市道の整備を行う。

　延長Ｌ＝357.4ｍ、幅員Ｗ＝4.0ｍ

（単位：円）

Ｈ27 7.4％ 5.0％ 67.6％

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）実績等

- 234 -

・業務委託の実施

石巻駅周辺地区道路詳細設計業務

石巻駅周辺地区ロマン海遊21建物補償調査業務

石巻駅周辺地区不動産鑑定評価業務 ほか

　各種調査・設計を進め事業推進が図られた。

減災まちづくりの推進

( 1 )

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

総
合
計
画

第  章

(  )

8 款

目
道路新設改良費
石巻駅周辺整備費

第  節

事業コード 001-301-001-00922 事　業　名 石巻駅周辺整備事業（社会資本整備総合交付金等分）

復
興
計
画

予
算
科
目

　石巻駅周辺地区の津波防災拠点整備に併せ、石巻駅南北のアクセス性を高め、道路ネットワークの強
化を図るため、鋳銭場・住吉町一丁目2号線ほか1線について、道路拡幅による車両の交互通行化と歩道
整備を行う。

みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 )

土木費

2
5

項
道路橋りょう費
都市計画費

4
8

実施計画
掲載ページ

Ｐ126 中　事　業
道路新設改良事業費
石巻駅周辺整備事業費

成　　　　果

区分
事業の進捗率

達成率
目標値

目的及び事業内容

実績等

Ｈ26 1.0％ 0.6％ 60.0％

取　組　実　績

Ｈ29 33.6％ － －

成果に係る評価

　石巻駅周辺地区で整備を進めている津波防災拠点の利便性を高めると共に、石巻駅南北のアクセス性
向上を図るための道路整備であり、平成27年度は道路詳細設計を完了させ、用地取得に着手した。
　市民の利便性向上のため、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

39,321,000 20,431,640 20,431,640

－－19.6％Ｈ28

Ｈ27 5.3％ 3.4％ 64.2％

- 235 -



1　平成27年度事業実施状況　

※平成27年度は、市内1地域で事業を実施し、土砂災害に対する安全性の向上が図られた。

寺沢

泊浜 泊浜

【実施事業概要】

6,000千円

寺沢

下沢

18,112千円

前浜の2

総
合
計
画

東日本大震災関係費

事　業　名

Ｈ25

Ｐ78

土木費

道路橋りょう費

Ｈ23 Ｈ24

004-007-001-00195

( 1 )

復
興
計
画

鹿妻

第 7 節

Ｈ27

前浜の2

　急傾斜地法に基づき、県が事業主体となり対策を行う事業。
　急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対して崩壊を防止する事業で、事業費の10％を負担するもの。

地方債国(県)支出金

災害に対する備えを充
実する

自然災害による被害を
軽減する

(  )

中　事　業

鹿妻 鹿妻 鹿妻

泊浜

目

8 款 第 4 章 (  )

2 項

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

予
算
科
目

7

一般財源

安心して健やかに暮ら
せるまち

　宮城県が事業主体であるが、事業実施の遅れは、市民に重大な被害を及ぼす可能性があるので、危険
区域の事業実施を県に要望して行く必要がある。

急傾斜地崩壊対策事業費

県営事業急傾斜地対策事業

場所

年度

(  )

Ｈ26

(1)　宮城県が実施した本市内の急傾斜地崩壊対策事業に対し、事業費の10％を負担した。

(2)　6月の土砂災害防止月間に合わせ、県と市合同で土砂災害危険箇所パトロールを実施した。

　石巻市内の土砂災害危険箇所は、平成26年末現在で土石流危険渓流が432か所、急傾斜地が774か所あ
り、急傾斜崩壊危険区域として96か所を指定しており、指定地域の着手率は91.7％となっている。

予算の執行状況
予算額

6,000,000

決算額の財源内訳

決算額

6,000,000 6,000,000

その他

（単位：円）

前浜の2

寺沢

前浜の2 前浜の2

水浜

負担金額 31,303千円 16,353千円 29,585千円

下沢 下沢 下沢
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1　平成27年度事業実施状況

(1)　[中埣橋]

ア　橋りょう耐震補強工事を実施した。

(2)　[蛇田新橋]

ア　交通量調査業務を実施した。

【事業の進捗】

・中埣橋石巻大橋伊原津一丁目線橋りょう耐震補強事業

・田道町一・蛇田新橋線橋りょう整備事業

※Ｈ26新規事業

※年次計画に従い、中埣橋の耐震補強工事を実施するとともに、蛇田新橋の架替に係る交通量調

査業務を実施し、事業の進捗を図った。

予算の執行状況
予算額

214,324,240

決算額の財源内訳

決算額

112,829,600 51,010,600

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　地震等の災害に対応した構造にすることにより、落橋や破損を防ぎ、災害時にも円滑な交通と安定し
た物資等の輸送等がなされるよう、橋の耐震補強及び架け替え等の整備を行い、安全で安心な交通状況
の確保を図る。

・計画期間：平成25年度～平成30年度
・計画内容・箇所：耐震補強　中埣橋　1ヵ所
　　　　　　　　　架け替え　蛇田新橋　延長160ｍ（摺り付け道路整備含む）

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　中埣橋の耐震補強が平成28年度で完成する見込みであり、蛇田新橋の架け替えについては、年次計画
による円滑な事業の進捗に努め、関係機関との協議を十分に行い、安全で安心な橋・道路状況の確保を
図る必要がある。

Ｐ134 中　事　業

2 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )
予
算
科
目

7 目

8 款
みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

土木費

道路橋りょう費

(  )

001-301-003-00325

第  章

都市基盤の復旧・復興

一般財源地方債国(県)支出金

61,819,000

中埣橋石巻大橋伊原津一丁目線橋りょう耐震補強事業費
田道町一・蛇田新橋線橋りょう整備事業費

復
興
計
画

34.4％9.3％

事　業　名 橋りょう改良事業

第  節 ( 3 )

( 1 )

Ｈ27 10.9％ 3.2％ 29.4％

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｈ26

Ｈ25 74.2％ 36.9％ 49.7％

Ｈ26 100.0％ 47.6％ 47.6％

3.2％

区分
事業（事業費換算）の進捗率 達成率

（年度別）目標値 実績等

Ｈ27 100.0％ 84.7％ 84.7％
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【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る調査設計業務を実施し、事業の進捗を図った。

Ｈ25 1.8％ 1.8％ 100.0％

5.2％

11.6％

実績等

都市基盤の復旧・復興

( 1 )

1　平成27年度事業実施状況

区分

流留垂水避難路整備事業

第  節

(  )

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別)

4.4％

流留垂水地区避難路整備事業費

第  章

( 3 )

目標値

Ｐ135

土木費

道路橋りょう費

中　事　業

(1)　道路改良工事に伴う調査設計業務を実施した。

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

復
興
計
画

( 1 )

4.8％ 41.4％

Ｈ26

事　業　名

予
算
科
目

7 目

8 款

（単位：円）

成　　　　果

取　組　実　績

予算の執行状況
予算額

事業コード

　本事業の施工路線である流留真野沢田線は、稲井地区と国道398号を結ぶ、幹線道路であり、被災地
である牡鹿半島部及び渡波地区から、幹線道への連絡路になっているが、一部ＪＲ石巻線との踏切交差
部において、幅員が狭小、かつ急勾配、急カーブとなっており、円滑な通行を確保するうえで支障と
なっている。
　当該箇所を整備することにより、歩行者の安全確保や整備予定の石巻北部バイパスと接続されること
から、交通の円滑化が図られ、災害時には、沿岸部の住民が内陸へ避難できる道路、安定した物資輸送
路として、浸水域から高台地を経由した防災拠点を結ぶ最短ルートとして交通基盤が確保される。

・実施期間：平成25年度～平成29年度
・全体計画：延長Ｌ＝710ｍ、車道幅員Ｗ＝7.5ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ
・施工箇所：石巻市流留～石巻市沢田

目的及び事業内容

84.6％

Ｈ27

2 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

001-301-003-00327

実施計画
掲載ページ

成果に係る評価

　事業の推進に当たっては、用地買収を早急に行い、年次計画に基づく整備が図られるよう対応する必
要がある。

国(県)支出金

1,170,0002,600,000

地方債 その他

決算額

54,657,000

決算額の財源内訳

一般財源

1,430,000
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(1)　道路改良工事に伴う修正測量設計業務・立竹木調査積算業務を実施した。

(2)　道路改良工事

[Ｈ26繰越明許]　　Ｌ＝260.0ｍ　　Ｗ＝7.0ｍ

[Ｈ27現年度分]　　Ｌ＝144.6ｍ　　Ｗ＝7.0ｍ

【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る修正測量設計業務を行い、道路改良工事を実施した。

　また、立竹木調査積算業務を実施し、事業用地の取得、物件補償を進め、事業の進捗を図っ

区分

1　平成27年度事業実施状況

(3)　事業用地を取得した。　　3件　　8,987.92㎡

(4)　物件補償を実施した。　　9件

Ｈ24

2.3％ 2.3％

12.0％

48.0％

た。

17％

達成率
（年度別）目標値 実績等

地方債国(県)支出金

1.9％ 100.0％

その他

26.6％

100.0％

取　組　実　績

　事業の推進に当たって、関係機関との協議を十分に行い、事業の進捗を図る必要がある。

予算の執行状況
予算額

295,597,000

決算額の財源内訳

決算額

事業（事業費換算）の進捗率

予
算
科
目

7 目

8 款

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

2 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

126,670,942

1.9％

Ｈ25

3.2％

Ｈ27 35.4％

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

復
興
計
画

( 3 )

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

第  章

中　事　業

( 1 )

( 1 )

屋敷浜猪落線道路改良事業費

（単位：円）

28,501,942

　本路線は、女川町猪落地区と県道石巻鮎川線を結ぶ、市道であり、国道398号の迂回路及び災害時の
避難路的な役割も担っているが、現道が1車線で、未改良であるため通行の支障となっている。
　また、当路線と接続となる県道石巻鮎川線の工事が震災復興事業で進められており、反対の接続路線
である女川町道は事業が完了している。
　このため、災害時の半島地区住民の孤立解消を図り、災害時に、大型車両乗り入れが容易な幅員が確
保され、早期の被災者対応や物資の輸送が図られ、緊急時の安全な避難路と国道398号の補完機能も担
う道路として、広域的な観点からも整備が必要とされている。

・実施期間：平成24年度～平成29年度
・全体計画：延長Ｌ＝1,110ｍ、車道幅員Ｗ＝5.5ｍ
・施工箇所：石巻市渡波字大浜地内

Ｈ26

98,169,000

土木費

001-301-003-00328 事　業　名 屋敷浜・猪落線道路改良事業〔復興交付金〕

第  節

都市基盤の復旧・復興

Ｐ135

(  )

道路橋りょう費

一般財源
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【事業の進捗】

※Ｈ25新規事業

※年次計画に従い、道路整備に係る測量設計業務、用地測量業務を実施し、用地の取得・用地内

　工作物撤去補償を実施し、事業の進捗を図った。

(1)　道路改良工事に伴う道路測量設計業務、用地測量業務を実施した。

(2)　国土交通省が実施する旧北上川左岸堤防嵩上げ工事に係るアロケーション事業分として

(3)　事業用地を取得した。　3件　141.47㎡

(4)　事業用地取得に伴う用地内工作物撤去補償を実施した。　2件　

市負担金（国施工負担金）を支出した。

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別）目標値 実績等

Ｈ25 1.1％ 1.1％ 100.0％

Ｈ27 41.1％ 28.1％ 68.4％

地方債国(県)支出金

95,475,000

都市基盤の復旧・復興

78,117,971

決算額

173,592,971

中　事　業 井内大瓜線歩道設置事業費

一般財源

井内大瓜線歩道設置事業

みんなで築く災害に強
いまちづくり

2 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

Ｐ136

(  )

復
興
計
画

( 3 )

土木費

道路橋りょう費 減災まちづくりの推進

( 1 )

第  章

取　組　実　績

　事業の推進に当たっては、設計業務内容を基に用地交渉を行い、用地取得後工事に着手し事業進捗を
図る。

成果に係る評価

事業コード

　県道石巻雄勝線と国道398号石巻バイパス大瓜工区までを結ぶ市道に、歩道を設置し歩行者等の安全
を確保するとともに、車道等を拡幅し交通の利便性の向上を図る。
　また、本線の一部は堤防兼用道路であり、国土交通省が実施する東日本大震災に係る復興事業である
旧北上川左岸の堤防嵩上げ工事と一体的に道路改良工事を行っている。
・実施期間：平成26年度～平成29年度
・全体計画：延長Ｌ＝1,120ｍ、車道幅員Ｗ＝6.0ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ
・施工箇所：石巻市大瓜字井内～石巻市大瓜字上宿

目的及び事業内容

Ｈ26 24.5％ 1.4％ 5.7％

第  節

予
算
科
目

7 目

8 款

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

その他

（単位：円）

001-301-003-0635 事　業　名

予算の執行状況
予算額

258,345,449

決算額の財源内訳

1　平成27年度事業実施状況

区分
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(1)　事業用地取得に伴う土地鑑定評価業務、物件調査算定業務（2件）を実施した。

(2)　交差点改良工事に着手した。

ア　延長Ｌ＝247.84ｍ

イ　車道幅員Ｗ＝6.0ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ

【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る土地鑑定評価業務、物件調査算定業務を行い、交差点改

　工事を実施し事業の進捗を図った。

1　平成27年度事業実施状況

Ｐ136 中　事　業

1,422,000

4.5％ 17.5％

3.8％

一般財源

第  章

都市基盤の復旧・復興

地方債

区分

(  )

土木費

Ｈ26

道路橋りょう費

Ｈ27 7.0％

実績等

3.8％ 100.0％

25.7％

Ｈ25

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

( 1 )

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別）

7.0％

目標値

100.0％

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

第  節 ( 3 )

復
興
計
画

予
算
科
目

7 目

8 款

成果に係る評価

事業コード

2 項

　本交差点は、国道45号から中里地区を経て、伊原津地区へ連絡する幹線市道「中埣橋石巻大橋伊原津
一丁目線」から分岐し、清水町を経て石巻駅、本市役所、本市中心市街地へと連絡する重要交差点であ
るが、右折滞留車線が無く、主要渋滞箇所に該当するなど、交通ネットワーク上の大きな支障となって
いる。
　また、石巻駅前に震災により全壊した市立病院の移転により交通量の増加が見込まれ、さらには貞山
小学校の通学路にもなっており、地域住民や交通管理者（石巻警察署）から強く改良を望まれている。
本事業により右折滞留車線の設置等の改良工事を行い、歩行者の安全確保と渋滞解消等により交通の利
便性を図る。
　・実施期間：平成25年度～平成28年度
　・全体計画：延長Ｌ＝235ｍ
　・施工箇所：石巻市清水町二丁目ほか一字地内

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　事業の推進に当たっては、年次計画に基づき整備を進めている。
　設計業務内容を基に用地買収を早急に行い、平成28年度完成に向け事業進捗を図る。

001-301-003-00633 中埣橋石巻大橋伊原津一丁目線交差点改良事業

中埣橋石巻大橋伊原津一丁目線交差点改良事業費

事　業　名

予算の執行状況
予算額

116,289,440

決算額の財源内訳

決算額

2,629,800 1,207,800

その他国(県)支出金

（単位：円）
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【事業の進捗】

※年次計画に従い、県工事施工に伴う本市負担金を支出し、事業の進捗を図った。

都市基盤の復旧・復興

事　業　名

(  )

1　平成27年度事業実施状況

中　事　業

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

3.6％

43.6％ 43.6％ 100.0％

(1)　県事業施工に伴う本市負担分（アロケーション事業）を支出する。

第  章

達成率
（年度別）目標値

Ｈ26

予
算
科
目

7 目

8 款

( 3 )

( 1 )

復
興
計
画

土木費

道路橋りょう費

成果に係る評価

事業コード

　本路線は稲井地区の各集落を連絡する幹線市道で、県管理の真野川及び高木川沿いに並行する路線で
ある。
　震災により高木川が沈下したため、宮城県が災害復旧事業と河川改修事業により、河川の復旧及び整
備を行うこととしている。
　県事業施行に伴う補償工事として本路線の老朽化が著しい石崎橋の架け替えも含まれることから、当
該県事業に併せ石崎橋の拡幅分と前後の道路整備分を本市が負担することとし、一体的な整備を行い、
通行車両と歩行者の安全を確保するとともに交通の円滑化を図る。

・実施期間：平成26年度～平成29年度
・全体計画：延長Ｌ＝250ｍ、車道幅員Ｗ＝5.5ｍ　橋梁1基
・施工箇所：石巻市高木字石崎地内

2 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

大瓜水沼真野線（石崎橋）道路改良事業

第  節

予算の執行状況
予算額

62,640,000

決算額の財源内訳

決算額

34,452,000 2,588,000

その他

（単位：円）

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

大瓜水沼真野線道路改良事業費Ｐ136

Ｈ27

001-301-003-00634

区分
事業（事業費換算）の進捗率

25,600,000

地方債

62,640,000

国(県)支出金 一般財源

実績等

3.6％ 100.0％

　事業の推進に当たっては、河川整備事業を行っており本事業の委託先である宮城県との協議を十分に
行い、年次計画に基づく整備が図られるよう対応する必要がある。
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【事業の進捗】

※Ｈ27新規事業

※年次計画に従い、県事業施工に伴う市負担金を支出し、事業の進捗を図った。

(1)　県事業施工に伴う本市負担分（アロケーション事業）を支出した。

　事業の推進に当たっては、河川整備事業を行っており本事業の委託先である宮城県との協議を十分に
行い、年次計画に基づく整備が図られるよう対応する必要がある。

Ｈ27 2.5％ 2.5％ 100.0％

2,800,000

地方債

達成率
（年度別）目標値

決算額の財源内訳

その他国(県)支出金

（単位：円）

3,513,000

都市基盤の復旧・復興

75,000

実績等

一般財源

相野田皿貝線ほか1路線道路改良事業

( 1 )

決算額

総
合
計
画

　宮城県が実施する中島川・皿貝川の河川災害復旧事業により、中島川に架かる江尻橋、皿貝川に架か
る大沢橋の架け替えに合わせ、当該橋梁の拡張整備を行うもの。

・道路改良（橋梁整備）　Ｌ＝48ｍ　Ｗ＝10.5ｍ
・江尻橋Ｌ＝24ｍ、大沢橋Ｌ＝24ｍ

(  )

復
興
計
画

減災まちづくりの推進第  節

目的及び事業内容

第  章8 款

( 3 )

事業コード 事　業　名001-301-003-0849

みんなで築く災害に強
いまちづくり

中　事　業
実施計画

掲載ページ
Ｐ137

東日本大震災関係費

皿貝地区橋りょう整備事業費

( 1 )
予
算
科
目

2 項

土木費

道路橋りょう費

7 目

予算の執行状況
予算額

6,388,000 6,388,000

取　組　実　績

成果に係る評価

成　　　　果

区分
事業（事業費換算）の進捗率

1　平成27年度事業実施状況
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(1)　国土交通省が実施する河川堤防の災害復旧工事に係るアロケーション事業分として市負担分

　 （国施工負担金）を支出した。

【事業の進捗】

※国との基本協定及び年度協定に基づき、国施工事業費の市負担分を支出し、事業の進捗を図っ

　た。

　

1　平成27年度事業実施状況

(  )

大瓜南境線道路改良事業

0.0％

　国土交通省が行う河川堤防の復旧事業に合わせ、歩道設置による拡幅整備を行うための予算を負担す
るもの。

・道路改良（歩道設置）　Ｌ＝1,000ｍ　Ｗ＝2.5ｍ

事　業　名

総
合
計
画

Ｐ137 大瓜南境線道路改良事業費

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

都市基盤の復旧・復興

( 1 )

( 1 )

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別）目標値 実績等

32.5％

第  節

31.5％

第  章

( 3 )

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

東日本大震災関係費

001-301-003-00851

中　事　業

事業コード

予
算
科
目

7 目

8

2 項

款 土木費

道路橋りょう費

取　組　実　績

予算の執行状況
予算額

　事業の推進に当たっては、河川事業等関連事業との調整や関係機関との協議を十分に行い、国と協力
し進捗を図る。

96.9％

復
興
計
画

一般財源

35,473,000

成果に係る評価

区分

Ｈ27

64,497,600 26,000,000

地方債

Ｈ26 7.3％ 0.0％

（単位：円）

成　　　　果

決算額

国(県)支出金

3,024,600

決算額の財源内訳

その他

66,679,000
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　(1) 道路改良工事に伴う測量設計業務を実施した。

　Ｌ＝546.5ｍ　　Ｗ＝5.0ｍ

【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る測量設計業務及び道路改良工事に着手し、事業の進捗を図っ

1　平成27年度事業実施状況

　た。

　(2) 道路改良工事（Ｈ26繰越明許費）

国(県)支出金

15,830,000

Ｈ27

決算額

114,566,111 12,953,08028,783,080

地方債 その他

事業コード

款

Ｐ138

（単位：円）

成　　　　果

取　組　実　績

予算の執行状況
予算額

決算額の財源内訳

一般財源

目

8

2

成果に係る評価

  事業の推進に当たっては、関連事業との調整や関係機関との協議を十分に行い、事業の進捗を図る。

項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

001-301-003-00860

中　事　業

都市基盤の復旧・復興

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

0.0％

復
興
計
画

事　業　名

予
算
科
目

7 (  )

第  節

第  章
みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進( 3 )

土木費

84.3％ 21.2％ 25.1％

Ｈ26

道路橋りょう費

( 1 )

釜谷崎月浜線（吉浜地区）道路改良事業

( 1 )

区分

0.0％

釜谷崎橋月浜線道路改良事業費

目標値 実績等

47.8％

　水田ほ場の除塩災害復旧事業により、田面の高さが嵩上げされることにより、道路嵩上げを行うも
の。

　・実施期間：平成26年度～平成28年度
  ・全体計画：延長Ｌ＝1,100ｍ、幅員Ｗ＝6.0ｍ

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別）
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　(1) 道路改良工事に伴う測量設計業務・交通量調査業務を実施した。

【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る測量設計業務及び交通量調査業務を実施し、事業の進捗を図

　った。

1　平成27年度事業実施状況

減災まちづくりの推進

( 1 )

みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 )

都市基盤の復旧・復興

125,200

決算額

中浦橋釜北橋線交差点改良事業費

一般財源

2.2％ 38.6%

35.4%

中　事　業

Ｈ27

その他

（単位：円）

001-301-003-01009

区分

地方債国(県)支出金

目標値 実績等

第  章

2 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

道路橋りょう費

(  )

取　組　実　績

　事業の推進に当たっては、設計業務内容を基に用地交渉を行い用地取得後工事を着手し事業進捗を図
る。

成果に係る評価

事業コード

　本路線の先線である二番谷地東道下線のＪＲ仙石線交差部の4車線拡幅に伴い、車道を1車線拡幅し交
通混雑の緩和を図る。

目的及び事業内容

事　業　名

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別）

中浦橋釜北橋線交差点改良事業

復
興
計
画

第  節

予
算
科
目

7 目

8 款

( 3 )

土木費

予算の執行状況
予算額

42,358,960

決算額の財源内訳

8.2％ 2.9％

4,943,200 2,100,0002,718,000

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

Ｐ138

Ｈ26 5.7％
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(1) 新蛇田地区

　ア　測量設計業務（5路線）　一式

　イ　土地鑑定評価業務　一式

　ウ　二番谷地菰継線道路改良工事　一式　（完成）

　エ　新沼田3号線道路改良工事　一式　（完成）

(2) 新渡波地区

　ア　測量設計業務　一式

　イ　地質調査業務　一式

【事業の進捗】

※Ｈ27新規事業

※年次計画に従い、道路整備に係る測量設計業務及び地質調査業務を実施しするとともに、道路

　改良工事を実施し、事業の進捗を図った。

新市街地区画整理関連道路整備事業

復
興
計
画

みんなで築く災害に強
いまちづくり

目標値 実績等

その他

区分

12,235,920

地方債

決算額

（単位：円）

24.1％

　事業の推進に当たっては、復興事業等の整備状況を考慮し、関係機関との協議を十分に行い、交通量
に応じた道路機能の向上を図る必要がある。

( 1 )

減災まちづくりの推進

都市基盤の復旧・復興

001-301-003-01040

Ｈ27

(  )

第  章

第  節 ( 3 )

( 1 )

中　事　業

取　組　実　績

事業コード

7 目

8 款 土木費
予
算
科
目

2 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

道路橋りょう費

予算の執行状況
予算額

110,000,000 61,172,920

一般財源

55.6％

成果に係る評価

国(県)支出金

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別）

事　業　名

48,937,000

決算額の財源内訳

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

Ｐ138 震災復興土地区画整理関連道路整備事業費

13.4％

1　平成27年度事業実施状況

　新市街地土地区画整理地区外の道路改良を実施し、区画整理地内道路との効果的な接続を図る。

　新蛇田地区　6路線　全体計画Ｌ＝1,120ｍ　Ｗ＝4.1～12.0ｍ
　　　　　　　① 新立野・元浦屋敷線　② 新立野1号線　③ 沖新立野線　④ 新蛇田55号線
　　　　　　　⑤ 二番谷地菰継線　⑥ 新沼田3号線
　新渡波地区　1路線　全体計画Ｌ＝200ｍ　Ｗ＝11.0ｍ
　　　　　　　① 鹿妻山・渡波一丁目線

目的及び事業内容
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　(1)　道路改良工事に伴う測量設計業務、用地測量業務、土地鑑定評価業務を実施した。

　(2)　道路改良工事に着手した。

ア　延長Ｌ＝435.6ｍ

イ　車道幅員Ｗ＝6.0ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ

【事業の進捗】

※年次計画に従い、道路整備に係る測量設計等を実施し、事業の進捗を図った。

18,760,000

目標値 実績等

(  )

(  )

Ｈ27 17.8％ 8.2％ 46.1％

区分

Ｐ96 中　事　業

日常生活を支える道路
網を形成する

復
興
計
画

青葉西地区道路改良事業費

(  )

第 6 章

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

東日本大震災関係費

総
合
計
画

地域の個性が輝き融和
するまち

第 2 節

( 2 )

その他

　事業の推進に当たっては、新駅開業に伴い交通量増加が見込まれることから、早期に用地買収及び関
係機関との調整を進め、年次計画に基づく整備が図られるよう対応する必要がある。

予算額

決算額の財源内訳

地方債

予
算
科
目

7 目

8 款 土木費

道路橋りょう費2 項

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

Ｈ26 23.7％

事業（事業費換算）の進捗率 達成率
（年度別）

3.8％ 0.9％

006-002-002-00848事業コード

　本路線は東松島市との行政境に位置する道路である。
　同路線沿いには被災地復興土地区画整理事業や災害公営住宅事業が計画され、隣接する区画整理地区
内にはＪＲ仙石線の新駅（石巻あゆみ野駅）が開業され、今後、急速な交通量の増加が見込まれること
から、歩道を設置し、歩行者等の安全を確保するとともに車道等を拡幅し利便性の向上と交通の円滑化
を図る。

・実施期間：平成26年度～平成30年度
・全体計画：延長Ｌ＝1,100ｍ、車道幅員Ｗ＝5.5ｍ　歩道幅員Ｗ＝2.5ｍ
・施工箇所：石巻市門脇字一番谷地～石巻市門脇字青葉西

目的及び事業内容

一般財源

事　業　名 新立野元浦屋敷線ほか1路線道路改良事業

成果に係る評価

1　平成27年度事業実施状況

79,297,320

予算の執行状況
決算額

34,109,320 15,349,320

（単位：円）

国(県)支出金
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　(1) 道路改良事業に伴う測量設計業務を実施した。

　(2) 道路改良工事

　ア　延長Ｌ＝120ｍ

　イ　車道幅員Ｗ＝5.5～7.5ｍ　歩道幅員Ｗ＝1.1～1.7ｍ

　(3) 事業用地を取得した。　　3件　　148.06㎡

　(4) 事業用地取得に伴う用地内工作物撤去補償を実施した。　　4件

【事業の進捗】

※Ｈ26新規事業

※年次計画に従い、道路整備に係る測量設計を実施するとともに、用地取得、用地内工作物撤去

　補償を実施した。また、道路改良工事に着手し、事業の進捗を図った。

（単位：円）

予算額

53,263,640

地方債
予算の執行状況

Ｈ26

一般財源

成果に係る評価

　平成28年度に道路改良工事の一部を繰り越し、事業の完成を図る。

国(県)支出金

16,733,00031,504,164 14,771,164

予
算
科
目

64.5％

事業コード

　本路線は、石巻駅と泉町を経由し明神地区を結ぶ幹線市道であり、中学校、高校、公共施設を連絡す
る重要路線であるが、石巻駅から泉町を連絡する区間についは、縦断勾配が大きく、また、幅員が狭あ
いの箇所もあり視距も確保できないことから、狭あい部の拡幅により、円滑な通行と歩行者の安全を確
保する。

・実施期間：平成26年度～平成28年度
・全体計画：延長Ｌ＝120ｍ、車道幅員Ｗ＝5.5ｍ
・施工箇所：石巻市羽黒町一丁目地内

目的及び事業内容

目標値 実績等

64.5％

達成率
（年度別）

61.1％

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

Ｈ27

区分

7 目

8 款 土木費

日常生活を支える道路
網を形成する

総
合
計
画

2 項

東日本大震災関係費

100.0％

3.1％

第 2 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

中　事　業 石巻駅工業港北線道路改良事業費

5.1％

道路橋りょう費

事　業　名 石巻駅工業港北線道路改良事業

決算額の財源内訳

1　平成27年度事業実施状況

(  )

第 6 章

決算額

その他

事業（事業費換算）の進捗率

(  )
地域の個性が輝き融和
するまち

地域間連携により、大
きな魅力を創出する
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1　平成27年度事業実施状況

　(1) 梨木畑地区

　ア　測量設計業務　一式

　イ　マンホールポンプ設置工事　一式

　ウ　排水施設設置工事　一式

　エ　道路改良工事に着手した

　(2) 祝田地区

　ア　排水施設設置工事に着手した

【事業の進捗】

※年次計画に従い、測量設計業務、設備設置工事等を実施し、事業の進捗を図った。

内水対策事業〔復興交付金〕

( 1 )

区分

Ｈ25

11.4％

001-301-003-00323 事　業　名

減災まちづくりの推進

( 1 )

36.8％Ｈ26

（単位：円）

総
合
計
画

事業（事業費換算）の進捗率

100.0％

　地震により沈下した祝田・梨木畑地区の排水機能の復旧事業であり、地域の冠水を未然に防ぐため、
道路の嵩上げ改良、ポンプ設置、排水路改修等を実施し、大雨等の災害に対応した地域住民の安全で安
心した生活環境の確保を図る。

・実施期間：平成25年度～平成29年度
・施工箇所：石巻市祝田、石巻市梨木畑

Ｈ27 55.3％

2.0％

達成率
（年度別）目標値

36.0％ 65.1％

土木費

道路橋りょう費

内水対策事業費

復
興
計
画

( 3 )

実績等

2.0％

成果に係る評価

予
算
科
目

7 目

8

31.0％

款

目的及び事業内容

成　　　　果

取　組　実　績

2 第  節

(  )

第  章

都市基盤の復旧・復興

みんなで築く災害に強
いまちづくり

事業コード

実施計画
掲載ページ

Ｐ134 中　事　業

項

予算の執行状況
予算額

440,790,000

東日本大震災関係費

　事業の推進に当たっては、大雨等の災害に対応した地域住民の安全で安心した生活環境の確保を図る
必要がある。

決算額の財源内訳

決算額

195,171,000 39,035,000

その他

156,136,000

一般財源地方債国(県)支出金
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第  章

7 目 (  ) 都市基盤の復旧・復興

予
算
科
目

8 款 土木費
総
合
計
画

排水ポンプ設置事業（冠水対策）〔復興交付金〕

復
興
計
画

東日本大震災関係費

( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

2 項 道路橋りょう費 第  節

目的及び事業内容

　東日本大震災により生じた地盤沈下による冠水被害に対応するため、また、ポンプ場の整備が完了す
るまでの間、臨時的に仮設ポンプを設置し強制排水を行い、被害の軽減化を図るもの。

　（対象区域）公共下水道事業認可区域外

( 1 )

001-301-004-00336 事　業　名

取　組　実　績

　 　14箇所

実施計画
掲載ページ

Ｐ139 中　事　業 内水排除対策費

事業コード

　　北上川左岸（湊地区）、渡波・万石浦地区に設置した。

　市全体の仮設ポンプ設置箇所数と設置台数　（Ｈ28.3.31現在）

成　　　　果

　平成27年度は、工業港に3台、魚町に1台、計4台の仮設ポンプを増設した。
　高潮や降雨時に冠水被害を防止するため仮設ポンプによる強制排水を行うことで、歩行者及び車両の
円滑な通行を確保するとともに、被害の拡大防止が図られた。

　・設置台数（下水道特別会計分）

　　　　φ150　　　 　22基 　　　　φ100　　　　　4基

　　　　φ200　　　 　42基

　・設置台数（一般会計分）

　　　　φ250　　　    4基 　　　　φ200　　　 　11基

　　　　φ350　　　　 15基

成果に係る評価

　高潮や降雨時に仮設ポンプを稼働させることにより、冠水被害の拡大防止が図られ、地域住民の安全
に寄与できた。
　ポンプを増設したことにより、前年度より排水能力が高まり、高潮や降雨時の冠水に対しより被害を
軽減することが可能となった。
　本設のポンプ場完成まで、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

276,232,000 260,131,786 188,308,000 71,823,786

　　　　φ350　　　 　11基

　　　　合計 　　　　 83基 　　　　合計 　　　　 31基

　　　　50箇所、114基

　・設置箇所数（一般会計分）

   　 　36箇所

　　 　北上川右岸（住吉、中央、門脇地区）、流留・赤堀・沢田・折立地区等に設置した。

　・設置箇所数（下水道特別会計分）

　　　　φ150　　　 　 5基
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3　かわまちづくり検討会等の検討を基に実施設計を行った。

5　各種会議にて計画説明を実施した。
　（国・県復興事業連絡調整会議、貞山運河再生復興会議、復興事業住民説明会等）

予算の執行状況
予算額

166,000,000

決算額の財源内訳

決算額

71,041,320

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　旧北上川堤防整備（国）と連携し、旧北上川とまちを一体的に利活用できる空間を整備し、川を活か
した復興のまちづくり拠点等を整備することにより、賑わいの再生を推進し、まちと水辺の新たなまち
づくりに資する。堤防一体空間、休憩施設、照明施設等を整備する。
　旧北上川の魅力ある水辺空間に、市民や来訪者が集い、憩い、交流し、賑わう、空間を整備し、本市
の市街地再生、活性化を図るものである。

目的及び事業内容

1　旧北上川河口かわまちづくり検討会を国土交通省とともに実施した。
　(1)　第7回有識者ワーキング会議を開催し、住民意見の検討を行い、施設整備案、水辺のデザイン
　　　案等を検討、修正した。
　(2)　第4回検討会を開催し、かわまちづくり施設等の配置や基本諸元について検討を行い、設計に
　　　反映し、整理を行った。
　(3)　有識者調整会議を1回、地区別ワーキングを11回開催し、施設配置や設計を詳細に検討した。

2　かわまちづくり（プロムナード）施設等の整備計画について国土交通省、宮城県と協議を行い、
　施設整備案等を検討した。

003-201-001-00433 事　業　名

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　本事業は、本市の地域的資源である海および川（旧北上川、北上運河）と街の繋がり、歴史や文化、
景観などを活用し、大震災からの復旧・復興のための旧北上川堤防整備や復興まちづくりと連携して新
たな水辺空間を創出するものである。
　本市の歴史的背景を踏まえ、まちの中心部の賑わいを取り戻し、人々が集って憩い、観光の振興に資
するものであり、復旧復興に向けての堤防整備と復興まちづくりが実施される今進めていかなければな
らない事業である。
　平成27年度も、行政機関や有識者からなる旧北上川河口かわまちづくり検討会にて検討された意見を
施設整備案に取り入れ、まちと水辺の新たなまちづくり目指し、設計及び地盤整備を進めることができ
た。今後も、国の堤防整備と連携し、事業を推進していく必要がある。

予
算
科
目

3 目

8 款 土木費
自然への畏敬の念を持
ち自然とともに生きる

川とともに生きる( 2 )

( 1 )

3 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 3 )

71,041,320

地方債国(県)支出金

復
興
計
画

河川費

Ｐ174 中　事　業

一般財源

第  章

中心市街地商店街の復
旧・復興

　旧北上川河口かわまちづくり検討会等を通し、国、県、市、有識者等にて検討した意見を聴取し、か
わまちづくり施設等の整備案に取り入れ、設計及び地盤整備への活用が図られた。
　同検討会や住民の意見をいただき、事業に対する住民の理解と参画意識が深まった。

市街地防災施設堤防活用整備事業費

4　旧北上川堤防整備（国委託施工）により地盤整備を進めた。

水辺の緑のプロムナード整備事業〔復興基金〕

第  節

(  )
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係留船舶集約施設整備事業費
実施計画

掲載ページ

( 3 )
復
興
計
画

河川費

Ｐ175 中　事　業

取　組　実　績

2　防災マリーナの調査及び設計を実施した。
　(1)　現地測量、深浅測量、地質調査を行った。
　(2)　浚渫、浮桟橋及び上下架施設の詳細設計を行った。

24,514,920

地方債国(県)支出金

12,096,000

その他

1　防災マリーナ活用計画の検討を実施した。
　(1)　現地特性の把握、運営者、利用者等の意向調査を行った。
　(2)　施設規模、整備の方向性等の検討を実施した。
　(3)　運営手法についての検討を行った。

3

自然への畏敬の念を持
ち自然とともに生きる

川とともに生きる( 2 )

( 1 )
中心市街地商店街の復
旧・復興

第  章
総
合
計
画

　本事業は、旧北上川の長期係留船舶を解消し、船舶の市街地への流出防止、油漏れ等による環境被害
の防止及び周辺住民の生活環境の改善を図るために船舶の集約保管施設を整備するものである。
　併せて、海と川に面した立地条件を活かし、市民や観光客が海や川の魅力を十分に享受することがで
きる、復興まちづくりの拠点として活用していく事も考えていかなければならず、復興まちづくりが実
施されている今進めていかなければならない事業である。
　平成27年度は、施設規模、整備の方向性等を取りまとめるとともに、整備予定地の調査設計及び水域
施設設計等を進めた。
　今後も安全・安心なまちづくりを進めるべく、関係者及び市民への説明等と合わせ、事業を推進して
いく必要がある。

第  節

(  )東日本大震災関係費

予
算
科
目

3 目

8 款 土木費

項

成果に係る評価

事業コード

　旧北上川に長期係留・放置されてきた長期係留船舶を解消し、津波・高潮による市街地への流出防
止、油漏れや沈潜による環境被害の防止及び周辺住民の生活環境の改善を図り、安全・安心なまちづく
りを進めるべく、船舶の集約保管施設を整備する。

目的及び事業内容

003-201-001-00609 事　業　名 旧北上川防災マリーナ整備事業〔復興基金〕

成　　　　果

（単位：円）

　防災マリーナの施設規模、整備の方向性等を取りまとめた。
　防災マリーナ水域部の詳細設計を取りまとめた。
　これらの成果により、今後の方向性を示すことができ、事業の推進が図られた。

一般財源
予算の執行状況

予算額

131,800,000

決算額の財源内訳

決算額

36,610,920
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　客船会社等へのポートセールス、国や地元選出の国会議員に対して要望活動を実施した。

1　客船会社等へのポートセールスを実施した。

　（1）客船会社等4社に対してポートセールスを実施（平成27年8月20日）

　　ア　国立研究開発法人海洋研究開発機構

　　イ　商船三井客船株式会社

　　ウ　日本クルーズ客船株式会社

　　エ　株式会社三越伊勢丹旅行

　　オ　株式会社エイチ・アイ・エス

　（2）客船会社等5社に対してポートセールスを実施（平成27年11月19日）

　　ア　商船三井客船株式会社

　　イ　株式会社カーニバル・ジャパン

　　ウ　株式会社三越伊勢丹旅行

　　エ　日本クルーズ客船株式会社

3　仙台国際貿易港首都圏セミナーに出席し、石巻港区のＰＲ活動を行った。（平成28年2月10日）

　ポートセールスの実施により、大型客船の平成28年度の寄港が決定した。客船の寄港は港内静穏度向
上の証明であると共に、震災後、客船が入港できるほどの復旧、復興が進み元気な港湾であることを全
国にＰＲでき、石巻港のイメージアップにもつながる。平成28年度には客船「ぱしふぃっくびいなす」
の2度の寄港（4月、8月）が決定した。
　石巻港のイメージアップは、石巻港への投資を促し、石巻港背後地等への企業誘致の契機となるもの
である。
　平成27年度のポートセールスの実施により、平成28年度の地球深部探査船「ちきゅう」及び東北海洋
生態系調査研究船「新青丸」の寄港が決定した。

(  )

地方債国(県)支出金

復
興
計
画

( 1 )

港湾建設推進費

自然への畏敬の念を持
ち自然とともに生きる

海とともに生きる

総
合
計
画

( 3 )

第  節

8 土木費 第  章

ポートセールス展開事業

　石巻港立地企業及び港湾背後圏の産業発展に資する物流拠点としての港湾整備の推進を図る。
　仙台塩釜港石巻港区の利用促進を図り、港湾整備に繋げる一つの方策として、客船誘致活動を積極的
に実施する。

003-101-002-00619 事　業　名

港湾費

Ｐ167 中　事　業

一般財源

港湾建設推進費

成果に係る評価

( 1 ) 港湾の復旧・復興

予
算
科
目

2 目

469,270

款

（単位：円）

4 項

予算額

実施計画
掲載ページ

　ポートセールスの実施により、毎年、着実に客船等の寄港がなされており、石巻港のＰＲを行う事
で、企業誘致や入港貨物船の増加が期待できる。
　大型船の寄港は、石巻港が安心、安全な港であることの評価につながり、また、大型船の寄港実績が
出来ることにより、寄港船舶の増加、更なる大型船の寄港が期待でき、それが石巻港の整備・利用促進
へと結びつく契機となる。
　また、要望活動の実施により石巻港の早期復興、整備促進につながる。
　このことから、今後も、船舶の定期的な寄港に向けた取り組み、石巻港のイメージアップや整備促進
につながるＰＲ活動を実施していくので、事業を継続する必要がある。

取　組　実　績

成　　　　果

その他

2　国土交通省や地元選出の国会議員に対して石巻港の早期復興と整備促進に関する要望活動を実施し
 た。（平成27年8月19日）

予算の執行状況

事業コード

目的及び事業内容

510,000

決算額の財源内訳

決算額

469,270
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　客船寄港イベント、港湾感謝祭を実施した。

1　大型客船歓迎イベントの実施（対象：客船会社及び乗船客）

　　ア　陸上イベント（消防音楽隊による演奏、地元高校生のパフォーマンスなど）

　　イ　観光PRブース等出展（2市2町の特産品販売、海産物の振る舞いなど）

　(2)　5月15日　にっぽん丸歓迎「ウェルカムフェスタ2015」を実施した。

　　ア　入港歓迎セレモニー（大漁旗による出迎え、入港歓迎式典など）

　　イ　観光ＰＲブース等出展（2市2町の特産品販売、海産物の炭火焼き振る舞いなど）

　(3)　10月2日　にっぽん丸歓迎「ウェルカムフェスタ2015～秋～」を企画した。

2　港湾感謝祭の実施（対象：一般市民）

地方債国(県)支出金

Ｈ27

4回

達成率

100％

　(1)　5月10日　コスタビクトリア歓迎「第14回港湾感謝祭・ウェルカムフェスタ」を実施した。

目標値

      ※強風のため船が寄港できず一部イベントのみ実施

　　　※強風のため船が寄港できず中止

　(1)　5月10日　コスタビクトリア歓迎「第14回港湾感謝祭・ウェルカムフェスタ」を実施した。

　　　※1(1)と同イベント

　石巻市、東松島市、女川町、松島町で構成する石巻港大型客船誘致協議会にて、客船寄港ごとに、お
もてなしとして、歓迎イベントを実施し、着実に客船の寄港が図られた。
　客船の寄港は、石巻港の復旧、復興が進み、元気な港湾であることを全国にＰＲでき、石巻港のイ
メージアップにも繋がる。
　港湾感謝祭・ウェルカムフェスタは、強風によりイベントは一部開催だったものの多くの来場者があ
り、石巻港が地域経済に果たしている役割を積極的にＰＲし、市民参加型の港湾を推進するとともに、
港まち石巻の復興を内外にＰＲすることができた。

区分

(  )

復
興
計
画

石巻港復興活性化プロジェクト関係費

003-101-002-00413 事　業　名
国際拠点港湾「石巻港」復興活性化プロジェクト事業
〔復興基金〕

Ｐ167 中　事　業

東日本大震災関係費 ( 1 )

( 3 )
自然への畏敬の念を持
ち自然とともに生きる

海とともに生きる

款

4

総
合
計
画

第  章

港湾の復旧・復興

土木費

港湾費 第  節

事業コード

　港湾感謝祭、客船歓迎イベントを実施し、東日本大震災により甚大な被害を受けた石巻港の復旧した
姿を多くの方に見ていただき、震災前と変わらない海辺での賑わいの風景を取り戻すため、また、客船
の利用促進、地域の活性化に寄与することを目的に実施する。

( 1 )

予
算
科
目

3 目

8

9,000,000

決算額の財源内訳

項

実施計画
掲載ページ

　港湾感謝祭の実施により、市民に石巻港の役割、復興した姿を見せることができ、港からの賑わいを
発信することができている。また、さまざまな船舶を誘致することで石巻港が安心、安全な港湾である
ことをアピールでき、船舶の寄港実績も増加することから寄港船舶の増加、大型船の寄港が期待でき、
石巻港の利用・整備促進につながっていく。
　また、客船イベントの実施により、乗船客等へのおもてなしを継続することは、石巻市のＰＲにもな
り、地域の振興に寄与することから事業を継続する必要がある。

実績

4回

取　組　実　績

成　　　　果

成果に係る評価

決算額

9,000,000

予算の執行状況
予算額

その他

（単位：円）

一般財源

9,000,000

目的及び事業内容

3回

2回 50％

75％Ｈ26

Ｈ25

船舶寄港イベント回数

4回

4回
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予算の執行状況
予算額

782,986,060

決算額の財源内訳

決算額

529,106,952

成果に係る評価

事業コード

　防災集団移転促進事業による移転元地の利活用として、地区周辺や市街地の暮らし・にぎわいの創
出、再生に寄与する公園を整備（石巻南浜津波復興祈念公園、中瀬公園）すると共に、津波や高潮によ
る直接的な被害の防御・減勢を図り、背後地の住居等を守る公園を整備（防災緑地1号、防災緑地2号）
することで災害に強いまちづくりを行う。目的及び事業内容

成　　　　果

取　組　実　績

　復興交付金事業により整備を計画する4事業（防災緑地1号・防災緑地2号・石巻南浜津波復興祈念公
園・中瀬公園）について、次のとおり取組みを行った。

1　防災緑地1号
 　　津波防災緑地を整備するにあたり、湊西地区被災市街地復興土地区画整理事業と一体的に事業を
 　進めるため、用地取得、工事施工・監督について、協定・覚書等を締結した。

2　防災緑地2号
　　 津波防災緑地を整備するための用地取得、建物補償を進めながら、実施設計、補償調査、用地測
　 量、保安林解除申請書作成業務を実施した。また、試験盛土、既存宅地基礎撤去のための工事を発
　 注、試験盛土の地盤解析業務も併せて発注した。

3　石巻南浜津波復興祈念公園
　 　国・県と協力し各種検討委員会の監修のもと、基本設計業務を実施した。また、地形測量業務を
　 実施した。

4　中瀬公園
　 　有識者による中瀬公園計画検討会の監修のもと、基本設計業務を実施した。また、用地測量業務
　 を発注した。

実施計画
掲載ページ

1　防災緑地1号
　 　湊西地区被災市街地復興土地区画整理事業と一体的に進めることとし、事業の完了に向け、今後
　 も関係機関及び隣接事業との協議・調整を進めていく必要がある。
2　防災緑地2号
　 　今後も用地取得・建物補償交渉・関係機関との協議を進め、また、地盤解析の結果をもとに、工
　 法の確定を行い本体工事を進める必要がある。
3　石巻南浜津波復興祈念公園・中瀬公園
　 　基本設計をまとめるほか、実施設計業務を進め、早期の未買収地の取得及び工事着手を図る必要
　 がある。

001-301-006-00840
　　　　　～00843

5 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )
予
算
科
目

7 目

8 款
みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

復興都市公園等整備事業費、防災緑地1号整備事業費、防災緑
地2号整備事業費、(仮称)南浜地区復興祈念公園整備事業費

一般財源

　上記の取組みにより、次の成果を得た。

1　防災緑地1号
　 　協定・覚書等の締結により湊西地区被災市街地復興土地区画整理事業とともに用地取得、工事発
　 注を実施したことにより事業の推進が図られた。

2　防災緑地2号
　 　各種業務を実施したことにより、用地取得交渉、関係機関協議を進め事業の推進が図られた。

3　石巻南浜津波復興祈念公園
　　 基本設計、各種検討委員会を実施し、平成28年3月に基本設計の公表、名称を「石巻南浜津波復興
　 祈念公園」に決定することができた。また、今後の実施設計業務の発注、都市計画決定協議を進め
　 られることとなった。

4　中瀬公園
　 　基本設計、計画検討会を設置し、平成28年3月に中瀬公園基本計画を公表することができた。

土木費

Ｐ141、142

166,963,952

その他

（単位：円）

中　事　業

( 1 )

都市計画費

事　業　名
都市公園整備事業（南浜シンボル公園、中瀬公園、防災緑地1
号、防災緑地2号）〔復興交付金〕

第  節

(  )

復
興
計
画

( 3 )

第  章

都市基盤の復旧復興

362,143,000

地方債国(県)支出金
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Ｐ128 中　事　業

( 1 )

地域再生拠点エリア整備事業費

都市計画費 第  節

(  )

復
興
計
画

土木費

都市基盤の復旧復興東日本大震災関係費

( 1 )

35,705,263

地方債国(県)支出金

001-301-002-00916
001-301-002-00917

事　業　名
雄勝地区拠点エリア整備事業〔復興交付金・復興基金〕
牡鹿地区拠点エリア整備事業〔復興交付金・復興基金〕

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進( 3 )

第  章

実施計画
掲載ページ

今後は道路、排水路、広場等の基盤整備工事の早期完成を目指し、県道、県防潮堤整備事業と調整を
図りながら、雄勝中心部地区及び鮎川浜地区の伝統産業と観光産業の復興、地域コミュニティの再生に
資する施設の早期整備に向け取り組んでいく。

予
算
科
目

7 目

5 項

総
合
計
画

8 款

10,800,533

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　雄勝、牡鹿両地域の復興を先導する「早期事業化エリア」として位置づけ、防潮堤背後を嵩上げ整備
し、公共施設、商業施設、観光施設等が一体となった魅力あるまちづくりを行う。

目的及び事業内容

予算の執行状況
予算額

48,809,716

決算額の財源内訳

決算額

46,505,796

一般財源

取　組　実　績

　雄勝中心部地区及び鮎川浜地区拠点エリアにおける道路、排水路、広場等の基盤整備のため、下記の
事項を実施した。

1　雄勝中心部地区
　(1)　実施設計業務　一式
　(2)　用地取得及び物件等移転補償　土地928.26㎡、物件等移転補償1件
　　　（他事業で取得する土地との仕分け調整により期間を要したものは、平成28年度へ繰越した。）
　(3)　基盤整備工事　一式
　　　（平成27年度中の出来高は発生しなかったため、平成28年度へ全額逓次繰越した。）

2　鮎川浜地区
　(1)　実施設計業務　一式
　(2)　用地取得及び物件等移転補償　土地420.33㎡、物件等移転補償5件
　　　（他事業で取得する土地との仕分け調整により期間を要したものは、平成28年度へ繰越した。）
　(3)　基盤整備工事　一式
　　　（平成27年度中の出来高は発生しなかったため、平成28年度へ全額逓次繰越した。）

成　　　　果

　実施設計業務が完了したほか用地取得に一定の目途が立ったため、道路、排水路、広場等の基盤整備
工事を発注することができたことにより、雄勝中心部地区及び鮎川浜地区拠点エリア整備事業の推進を
図ることができた。
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石巻市市街地再開発事業等補助金

（参考）

区域面積：約0.06ha

地権者数：4名

開発概要：地権者住宅と被災商店主向けの商業スペース、賃貸住戸を整備

主な経過：平成27年2月　工事着手

　　　　　平成27年8月　工事完了

予
算
科
目

8 款 土木費
総
合
計
画

第  章

7 目 東日本大震災関係費 (  )

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

5 項 都市計画費 第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

実施計画
掲載ページ

Ｐ119 中　事　業 優良建築物等整備事業費

事業コード 001-301-001-00314 事　業　名 優良建築物等整備事業（松川横丁）〔復興交付金〕

復
興
計
画

目的及び事業内容

　商業機能のみならず、居住人口の増加や福祉機能の充実など、多様な機能の集積による都市基盤の復
旧・復興を図るとともに、中心市街地の活性化を促進するため、優良建築物等整備事業を進める民間事
業者に対し補助金を交付し、優良建築物等整備事業を支援する。

　優良建築物等整備事業を進める民間事業者に対し必要な指導、助言を行うとともに、事業の進捗状況
に応じて必要となる補助金を交付した。（松川横丁地区）

成　　　　果

　補助金の交付により、都市基盤の早期復旧・復興と中心市街地の活性化に向けた優良建築物等整備事
業の推進が図られた。

取　組　実　績

補助対象事業 補助金額

工事監理、整地、建築工事 27,936,000円

成果に係る評価

　都市基盤の復旧・復興と、中心市街地の活性化を図るため、優良建築物等整備事業により、まちなか
の定住促進と、にぎわいを創出することができた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

27,936,000 27,936,000 20,952,000 6,984,000
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石巻市市街地再開発事業等補助金

（参考）

区域面積：約0.5ha

地権者数：5名

開発概要：分譲住宅を主とした街なか居住の促進を図る事業

主な経過：平成24年11月　都市計画決定

　　　　　平成25年6月　 事業計画認可

　　　　　平成26年2月　 権利変換計画認可

　　　　　平成26年8月　 工事着手

　　　　　平成28年1月　 工事完了

項

成　　　　果

288,769,000

（単位：円）

1,348,364,000

予算の執行状況
予算額

1,351,011,000 193,292,000

款

001-301-001-00844 事　業　名 市街地再開発事業（中央三丁目1番地区）〔復興交付金〕

第  節

7 目

総
合
計
画

東日本大震災関係費

5

予
算
科
目

事業コード

決算額

補助対象事業

工事監理、施設建築物工事、都市・地域再生緊急促進事業

権利変換計画作成費（101条登記）

取　組　実　績

目的及び事業内容

8

1,344,364,000円

4,000,000円

( 1 )

被災市街地再開発事業費

成果に係る評価

国(県)支出金

実施計画
掲載ページ

復
興
計
画

( 3 )

都市基盤の復旧・復興(  )

866,303,000

地方債 一般財源

( 1 )

その他

　都市基盤の復旧・復興と、中心市街地の活性化を図るため、市街地再開発事業により、まちなかの定
住促進と、にぎわいを創出することができた。

決算額の財源内訳

　補助金の交付により、都市基盤の早期復旧・復興と中心市街地の活性化に向けた市街地再開発事業の
推進が図られた。

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

Ｐ120

補助金額

第  章土木費

都市計画費

1,348,364,000円

中　事　業

　再開発組合に対し必要な指導、助言を行うとともに、事業の進捗状況に応じて必要となる補助金を交
付した。

　商業機能のみならず、居住人口の増加や福祉機能の充実など、多様な機能の集積による都市基盤の復
旧・復興を図るとともに、中心市街地の活性化を促進するため、再開発事業を進める再開発組合等に対
し補助金を交付し、再開発事業を支援する。

- 259 -



石巻市市街地再開発事業等補助金

（参考）

区域面積：約0.3ha

地権者数：5名

開発概要：復興公営住宅、分譲住宅など、街なか居住の促進を図る事業

主な経過：平成25年3月　 都市計画決定

　　　　　平成26年3月　 事業計画認可

　　　　　平成26年12月　権利変換計画認可

　　　　　平成27年7月　 工事着手

決算額

工事監理、土地整備費、施設建築物工事、都市・地域再生緊急促進事業

359,240,000

　補助金の交付により、都市基盤の早期復旧・復興と中心市街地の活性化に向けた市街地再開発事業の
推進が図られた。

成　　　　果

成果に係る評価

　都市基盤の復旧・復興と、中心市街地の活性化を図るため、市街地再開発事業により、まちなかの定
住促進と、にぎわいを創出するとともに、平成28年度の竣工、事業完了を目指し、今後も引き続き補助
事業の継続を行うとともに、再開発組合に対し適切な指導、助言をしていく。

予算の執行状況
予算額

国(県)支出金

359,240,000

総
合
計
画

359,240,000円

都市計画費 第  節

取　組　実　績

61,488,000 223,314,000 74,438,000

建築物除却費、法90条登記費

その他

決算額の財源内訳

地区内残留者建物補償

001-301-001-00845

地方債

326,248,000円

一般財源

　商業機能のみならず、居住人口の増加や福祉機能の充実など、多様な機能の集積による都市基盤の復
旧・復興を図るとともに、中心市街地の活性化を促進するため、再開発事業を進める再開発組合等に対
し補助金を交付し、再開発事業を支援する。

減災まちづくりの推進

6,464,000円

みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 )

　再開発組合に対し必要な指導、助言を行うとともに、事業の進捗状況に応じて必要となる補助金を交
付した。

補助金額補助対象事業

第  章

26,528,000円

（単位：円）

事業コード

( 1 )(  ) 都市基盤の復旧・復興

事　業　名 市街地再開発事業（立町二丁目5番地区）〔復興交付金〕

項

復
興
計
画

( 1 )
予
算
科
目

8 款 土木費

目的及び事業内容

7 目 東日本大震災関係費

実施計画
掲載ページ

Ｐ120 中　事　業 被災市街地再開発事業費

5
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石巻市市街地再開発事業等補助金

（参考）

区域面積：約0.5ha

地権者数：20名

開発概要：復興公営住宅、分譲住宅など、街なか居住の促進を図る事業

主な経過：平成25年10月　都市計画決定

　　　　　平成26年3月　 事業計画認可

　　　　　平成26年11月　権利変換計画認可

　　　　　平成27年2月　 工事着手

193,224,000 193,224,000 34,236,000 119,241,000 39,747,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

取　組　実　績

成果に係る評価

　都市基盤の復旧・復興と、中心市街地の活性化を図るため、市街地再開発事業により、まちなかの定
住促進と、にぎわいを創出するとともに、平成28年度の竣工、事業完了を目指し、今後も引き続き補助
事業の継続を行うとともに、再開発組合に対し適切な指導、助言をしていく。

193,224,000円工事監理、土地整備費、施設建築物工事、都市・地域再生緊急促進事業

市街地再開発事業（中央一丁目14・15番地区）〔復興交付金〕

目的及び事業内容

　商業機能のみならず、居住人口の増加や福祉機能の充実など、多様な機能の集積による都市基盤の復
旧・復興を図るとともに、中心市街地の活性化を促進するため、再開発事業を進める再開発組合等に対
し補助金を交付し、再開発事業を支援する。

都市基盤の復旧・復興目 東日本大震災関係費

5

事業コード 001-301-001-00846 事　業　名

中　事　業

7

みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )

復
興
計
画

補助対象事業 補助金額

　補助金の交付により、都市基盤の早期復旧・復興と中心市街地の活性化に向けた市街地再開発事業の
推進が図られた。

被災市街地再開発事業費

第  章

　再開発組合に対し必要な指導、助言を行うとともに、事業の進捗状況に応じて必要となる補助金を交
付した。

Ｐ120

土木費
総
合
計
画

第  節

( 1 )

項 都市計画費

成　　　　果

予
算
科
目

8 款

(  )

実施計画
掲載ページ
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8 ( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

目 (  ) 都市基盤の復旧・復興

目的及び事業内容

　津波被害を受け未利用地となっている中心市街地において、災害に強いまちづくりのため旧北上川堤
防整備事業やこれに伴う内海橋（国道398号線）の架け替え事業が進んでおり、これら事業の背後地に
おいて合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を目的に市街地再開発事業を実施する。
　事業においては、地域資源の提供を核にした観光交流施設整備を行い、併せて貴重な地域資源である
旧北上川と連動する魅力ある広場・空間整備を行い、中心市街地の活性化・震災復興の資源とする。

( 1 )

001-301-001-00913 事　業　名

総
合
計
画

実施計画
掲載ページ

7

第  章

Ｐ121 中　事　業 被災市街地再開発事業費

款 土木費

項

東日本大震災関係費

( 3 ) 減災まちづくりの推進都市計画費 第  節

事業コード 市街地再開発事業（中央二丁目11番地区）〔復興交付金〕

復
興
計
画

5

成　　　　果

　平成26年度半ばから継続して復興交付金により調査設計業務を委託しており、今後の事業関連事務の
増加による進捗停滞が起こらぬよう組織体制の増強も行ったうえ、委託費用の一部を繰越明許費に設定
し、平成27年11月に調査設計業務成果を受領した。

取　組　実　績

　中央二丁目11番地区に整備を予定している観光交流施設と、連動して使用する立体駐車場整備、周辺
の広場整備、広小路・現県道整備、隣接する国の築堤工事との接続デッキ整備を一体的に行うため調査
設計業務を下記のとおり実施した。

1　整備予定地区内の権利者意向、事業資金計画、床価格、保留床処分、施行規程等を検討・算定する
　ための事業計画等作成業務
2　整備予定地の面積や形状、現況構造物の位置などを正確に把握するための測量業務
　　（基準点測量、現況測量、路線測量等）
3　整備予定建築物の設計を行う際、地質状況を把握するための地質調査業務
　　（ボーリング調査、標準貫入試験、室内土質試験等）
4　観光交流施設、立体駐車場に係る建物の基本設計・配置設計及び交通計画の作成、広場及び道路の
　設計、並びに、これらにかかる工事費用の積算等

予
算
科
目

成果に係る評価

　中心市街地の震災復興・活性化には本施設の整備目的である観光拠点づくりが必要であり、今後も事
業目的の達成を目標に事業を推進していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

149,167,000 132,555,680 84,120,000 48,435,680
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第  節

(  )

復
興
計
画

土木費

中　事　業

5 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

実施計画
掲載ページ

第  章

低平地整備事業費

（単位：円）

都市計画費

低平地整備事業〔復興交付金〕

(  )

(  )

　地盤沈下による排水不良解消のため、防集残土を活用した地盤嵩上げや排水路整備、防災安全施設整
備等を実施するため、他事業との連携を図りながら、事業を継続していく必要がある。

 低平地整備事業に係る調査設計等業務及び工事施工契約等を締結した。

1　各地域低平地整備工事（本庁半島部・牡鹿・雄勝・北上）
　　　予算額　713,323,000円（繰越）
　　　決算額　169,529,800円

2　石巻市復興整備事業半島部防災集団移転促進事業等管理支援（その2）業務
　　　予算額　41,295,960円
　　　決算額　41,295,960円

3　石巻市漁業集落防災機能強化事業調査設計等業務
　　　予算額　45,974,520円
　　　決算額　　　　 　0円（繰越）

4　石巻市移転促進跡地整備事業実施設計等業務委託
　　　予算額　671,980,320円
　　　決算額　165,840,000円（前払のみ支出、繰越）

5　石巻市復興整備事業半島部防災集団移転促進事業等工事施工等に関する一体的業務
　　　予算額　3,066,271,000円
　　　決算額　1,533,130,000円（前払のみ支出、繰越）

6　用地取得
　　　13筆　　6,783,745円

(  )

計

予
算
科
目

7 目

8 款

成果に係る評価

事　業　名

工事施工契約済集落数

成　　　　果

取　組　実　績

漁集事業 低平地事業

9 14 5

一般財源

389,425,203

その他

決算額の財源内訳

事業コード

　半島沿岸部の排水不良エリア（主に災害危険区域）において、地形測量（現地測量・路線測量）及び
排水検証を実施し、これらの結果を踏まえて、排水対策のための盛土造成、道路・水路の整備を行う。
　また、被災を受けた集落を再生させるため、積極的な地元活用を促す「コミュニティ広場、民間活用
地等」の整備を行う。

目的及び事業内容

66 75

64

予算の執行状況
予算額

5,178,849,000

決算額

1,947,961,811

75

1,558,536,608

地方債国(県)支出金

　55集落において工事施工契約を締結し、順次工事着手している。
　　契約日：平成27年9月4日
　　契約相手：清水・奥村石巻市復興整備事業半島部防災集団移転促進事業等共同企業体
　　契約額：10,388,520,000円（漁集 5,306,501,840円＋低平地 5,082,018,160円）

整備予定なし

3 6 6今後契約集落

契約集落

漁集＋低平地

54 55
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・業務委託の実施

石巻駅周辺地区津波防災拠点歩行者デッキ、道路及び広場詳細設計業務

(仮称)ささえあいセンター建設工事設計業務

(仮称)防災センター建設工事設計業務

石巻駅南立体駐輪場建設実施設計業務 ほか

・事業用地の取得

(仮称)ささえあいセンター用地 … 7件中 3件契約(うちＨ27: 2件)、2件取得(うちＨ27: 2件)

(仮称)防災センター用地 … 6件中 5件契約(うちＨ27: 2件)、4件取得(うちＨ27: 1件)

道路用地 … 1件中 0件契約(うちＨ27: 0件)、0件取得(うちＨ27: 0件)

・工事の実施

石巻駅周辺地区津波復興拠点道路改良工事

石巻駅南立体駐輪場建設工事

　各種調査・設計や用地取得等を進め事業推進が図られた。

1,687,530,201 463,083,710 347,244,000

－

115,839,710

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

成果に係る評価

　石巻駅周辺地区に本市の復興を先導する医療、福祉、防災、行政の一体的な拠点を整備するため、各
種設計及び用地取得を進め、工事に着手した。
　災害に強い拠点構築を図るため、事業を継続する必要がある。

成　　　　果

Ｈ27

100.0％

57.5％35.1％61.0％

石巻駅周辺整備事業（津波復興拠点整備分）〔復興交付金〕

目的及び事業内容

　本市の都市機能の拠点である石巻駅周辺地区において、行政、防災、医療、福祉、交流といった機能
を連携させた拠点形成を行い、災害発生時における早期復旧と市民の安全を守るため、津波防災拠点の
整備を行う。（面積約3.1ha）
[主な施設] (仮称)ささえあいセンター、(仮称)防災センター、地区内道路、にぎわい交流広場、
　　　　　歩行者デッキ　等

区分
事業の進捗率（％）

達成率
目標値 実績等

Ｈ28

取　組　実　績

実施計画
掲載ページ

Ｐ126 中　事　業

津波復興拠点整備事業費

ささえあいセンター建設事業費

防災センター建設事業費

事業コード 001-301-001-00568 事　業　名

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 ) 減災まちづくりの推進

予
算
科
目

土木費
民生費
消防費

総
合
計
画

第  章

都市計画費
社会福祉費
消防費

第  節

東日本大震災関係費
東日本大震災関係費
東日本大震災関係費

(  )

8
3
9

款

5
1
1

項

7
14
6

目
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1　業務委託の実施

　（1）軟弱地盤解析業務

2　工事の実施

　（1）石巻市総合運動公園造成工事

　（2）雨水函渠築造工事

　（3）電力鉄塔移設工事（移設補償）

Ｈ27 73.6％ 55.0％ 74.7％

都市基盤の復旧・復興

Ｈ24 25.4％ 25.5％ 100.4％

　石巻市総合運動公園造成工事及び電力鉄塔移設工事の実施により、公園施設の基盤整備が進んだ。

Ｐ141 中　事　業

第  章

001-301-006-00347 事　業　名 石巻市総合運動公園（防災公園）整備事業（第三工区）

第  節

(  )

復
興
計
画

( 3 )

( 1 )

地方債国(県)支出金

688,345,000

総合運動公園整備事業費

705,309,746

事業の進捗率
達成率

目標値

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進5 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )
予
算
科
目

7 目

8 款 土木費

都市計画費

成果に係る評価

事業コード

　全体計画約39.2ha　うち約14.2haは整備供用済み。
　残る約25haの未整備部分のうち、第三工区について、体育・スポーツの振興と災害時における市民の
安全確保を図り、安全で快適なまちづくりに資するため、防災機能を兼ね備えた都市公園（運動公園）
の整備を実施する。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　雨水函渠築造工事及び電力鉄塔移設工事完了により、事業進捗が図られた。引き続き、造成工事と施
設整備を実施、整備完了後にはスポーツ活動の交流の場として、災害時には、避難・救援活動の拠点と
して機能するため整備を推進する必要がある。

区分
実績

一般財源
予算の執行状況

予算額

2,726,140,378

決算額の財源内訳

決算額

1,393,654,746

その他

（単位：円）

Ｈ25 38.1％ 26.4％ 69.3％

43.9％Ｈ26 34.7％ 79.0％
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1　業務委託の実施
（1）用地測量業務
（2）建物補償調査業務
（3）不動産鑑定評価業務

2　事業用地の取得
（1）用地取得
（2）物件移転補償

3　工事の着手
（1）橋梁下部工新設　橋台1基、橋脚1基

その他

（単位：円）

地方債

　実施設計業務等完了により、一部橋梁工事に着手し事業の進捗が図られた。引き続き、地元地権者と
の合意形成を図りながら用地取得率を高めていくとともに、関係機関等との協議も十分に行いながら効
率的に事業を進めていく必要がある。

国(県)支出金

目標値

成果に係る評価

一般財源
予算の執行状況

予算額

95,800,000

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

予
算
科
目

7 目

8 款
みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

事業コード

5 項

123,348,000233,960,510 14,812,510

29,625,600円 

1,230,189,800

決算額の財源内訳

決算額

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

都市基盤の復旧・復興

七窪蛇田線街路整備事業費

土木費

都市計画費

Ｐ135

七窪蛇田線街路整備事業

区分
事業の進捗

第  節

(  )

復
興
計
画

( 3 )

( 1 )

第  章

達成率

　本路線は、末広町を起点とし清水町、中里地区、北上運河、ＪＲ石巻線等を越えて、国道45号線に接
続する重要幹線道路である。中心市街地への円滑な交通の確保を図るため、全線供用が急務となってい
る。また、災害時における避難路、緊急輸送道路としての役割等を担う重要路線であることから、計画
延長Ｌ＝570ｍ、計画幅員15ｍの街路整備事業を実施する。

　用地測量業務、建物補償調査業務等を実施。また、用地取得と併行して一部工事に着手した。

263,586,110円 7.1％

中　事　業

0.8％

実績等

001-301-003-00586 事　業　名

Ｈ27

3,713,173,650円 

3,713,173,650円 

Ｈ26
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( 1 )

Ｈ27 80,935,077円 5.4％1,508,125,364円 

事業の進捗
達成率

街路整備事業（石巻工業港運河線）

Ｐ132

16,410,000円 

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

都市基盤の復旧・復興7

第  節

(  )

5 項

8
総
合
計
画

予算額

成　　　　果

　第三次緊急輸送道路として、市街地の幹線輸送路である本路線〔高盛土道路（門脇流留線）～国道45
号〕を結ぶことで、救出・救助・物資輸送の迅速化を図り減災機能を効果的なものにするため、都市計
画道路として整備を行う。
　延長Ｌ＝1,364ｍ〔うち社総交区間（国道398号～国道45号）Ｌ＝679ｍ〕

　道路橋梁設計、建物補償調査等各種業務を実施した。

一般財源

( 1 )

款 土木費

予算の執行状況

復
興
計
画

( 3 )

第  章
予
算
科
目

都市計画費

国(県)支出金

東日本大震災関係費目

取　組　実　績

石巻工業港運河線街路整備事業費

決算額の財源内訳

決算額

成果に係る評価

001-301-003-00935

実績等

1.1％1,508,125,364円 

区分

実施計画
掲載ページ

中　事　業

事業コード

地方債

目的及び事業内容

Ｈ26

64,525,077 35,024,000

事　業　名

その他

1　業務委託の実施
（1）道路橋梁設計業務
（2）建物補償調査業務
（3）不動産鑑定評価業務

2　事業用地の取得
（1）用地取得
（2）物件移転補償

目標値

29,501,0771,854,271,357

（単位：円）

　各種業務を実施。引き続き、地元地権者との合意形成を図りながら用地取得率を高めていくととも
に、関係機関等との協議も十分に行いながら効率的に事業を進めていく必要がある。
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1,887,565,636円 

1,887,565,636円 

1,887,565,636円 

（単位：円）

Ｈ25 13,462,050円 0.7％

　各種業務と併行して用地取得を開始した。引き続き、地元地権者との合意形成を図りながら、さらな
る用地取得率を高めていくとともに、関係機関等との協議も十分に行いながら効率的に事業を進めてい
く必要がある。

Ｈ26

一般財源

90,413,000

地方債国(県)支出金

26,414,810

成　　　　果

001-301-003-00934

予算の執行状況
予算額

720,984,643

決算額の財源内訳

決算額

成果に係る評価

116,827,810

その他

取　組　実　績

街路整備事業（石巻工業港運河線）〔復興交付金〕

Ｐ132
実施計画

掲載ページ
中　事　業

事業コード

石巻工業港運河線街路整備事業費

目的及び事業内容

1　業務委託の実施
（1）道路詳細設計業務
（2）補償調査業務
（3）不動産鑑定評価業務

2  事業用地の取得
（1）用地取得
（2）物件移転補償

予
算
科
目

都市計画費5 項

東日本大震災関係費7

第  節

目

8
総
合
計
画

( 1 )

款 土木費 ( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

実績等

　道路詳細設計、補償調査等各種業務と併行して、用地取得を開始した。

事　業　名

(  )

復
興
計
画

( 3 )

都市基盤の復旧・復興

第  章

13,462,050円 0.7％

Ｈ27 130,289,860円 6.9％

　第三次緊急輸送道路として、市街地の幹線輸送路である本路線〔高盛土道路（門脇流留線）～国道45
号〕を結ぶことで、救出・救助・物資輸送の迅速化を図り減災機能を効果的なものにするため、都市計
画道路として整備を行う。
　延長Ｌ＝1,364ｍ〔うち交付金区間（門脇流留線～国道398号）Ｌ＝685ｍ〕

区分
事業の進捗

達成率
目標値
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Ｈ27 24,610,000円 0.4％6,091,574,000円 

事業の進捗
達成率

目標値 実績等

　実施設計業務を発注し事業の進捗を図ることができた。引き続き、用地測量及び補償調査等を推進
し、用地取得率を高めていくとともに、関係機関等との協議も十分に行いながら効率的に事業を進めて
いく必要がある。

一般財源地方債国(県)支出金

目的及び事業内容

1　業務委託の実施
　(1)実施設計業務

13,535,000 11,075,000

（単位：円）

成　　　　果

決算額の財源内訳

決算額
予算の執行状況

予算額

1,719,751,000

区分

24,610,000

成果に係る評価

その他

目

実施計画
掲載ページ

中　事　業

事業コード

項

東日本大震災関係費

予
算
科
目

8

7

款 土木費

釜大街道線街路整備事業費

取　組　実　績

都市計画費5

事　業　名

(  )

第  節

(  )
復
興
計
画

(  )

第  章

　釜大街道地区の地域コミュニティ再生及び、当該地区南北方向の生活道路の混雑を緩和するため、本
路線〔社総交区間：（西側）元明神～中屋敷一丁目、（東側）大街道南二丁目～大街道東二丁目〕を整
備し、安全・安心なまちづくりを推進する。
　延長Ｌ＝3,580ｍ（うち社総交区間Ｌ＝1,783.8ｍ）

　実施設計業務を発注。

総
合
計
画

(  )

街路整備事業（釜大街道線）
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3.0％

事業の進捗
達成率

目標値 実績等

Ｈ27 1,838,711,271円 46.4％

Ｈ25

3,967,074,237円 

3,967,074,237円 

17,550,000円 0.4％

Ｈ26 117,441,024円 

その他

　用地取得率が高まり、一部工事に着手し事業進捗が図られた。引き続き、関係機関等との協議を十分
に行いながら効率的に事業を進めていく必要がある。

一般財源

（単位：円）

1,322,462,000

地方債国(県)支出金

398,808,247

成　　　　果

001-301-003-00936

予算の執行状況
予算額

3,836,116,416

決算額の財源内訳

決算額

成果に係る評価

1,721,270,247

取　組　実　績

項

東日本大震災関係費

街路整備事業（釜大街道線）〔復興交付金〕

Ｐ133
実施計画

掲載ページ
中　事　業

事業コード

釜大街道線街路整備事業費

7 目

8

目的及び事業内容

( 1 )

款 土木費
予
算
科
目

都市計画費5

第  章
みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

事　業　名

(  )

復
興
計
画

( 3 )

都市基盤の復旧・復興

第  節

3,967,074,237円 

3　工事の着手
　(1)道路新設工事　Ｌ＝1,485.5ｍ

1　業務委託の実施
　(1)用地測量業務
　(2)補償調査業務
　(3)不動産鑑定評価業務
　(4)道路新設工事積算業務

2　事業用地の取得
　(1)用地取得
　(2)物件移転補償

　用地測量、補償調査等各種業務を実施。また、用地取得と併行して工事に着手した。

区分

総
合
計
画

　釜大街道地区の地域コミュニティ再生及び、当該地区南北方向の生活道路の混雑を緩和するため、本
路線（交付金区間：中屋敷一丁目～大街道南二丁目）を整備し、安全・安心なまちづくりを推進する。
　延長Ｌ＝3,580ｍ（うち交付金区間Ｌ＝1,485.5ｍ）

( 1 )
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都市基盤の復旧・復興

7,267,826,000円 

渡波稲井線街路整備事業費

Ｈ26

街路整備事業（渡波稲井線）〔復興交付金〕

中　事　業

　被災時における復旧活動、避難活動等の迅速化を図るため、沿岸部（渡波地区）から内陸部（稲井地
区）への都市計画道路として整備を行う。
　延長Ｌ＝3,276ｍ

94,697,000円 

1　業務委託の実施
（1）橋梁地質調査業務
（2）用地測量業務
（3）橋梁詳細設計業務
（4）道路詳細設計業務
（5）トンネル詳細設計業務
（6）補償調査業務
（7）不動産鑑定評価業務
（8）道路新設工事積算業務

2　事業用地の取得
（1）用地取得
（2）物件移転補償

( 1 )

（単位：円）

事　業　名

(  )

復
興
計
画

( 3 )

Ｈ25

1.3％

8

5 項

款 土木費

第  節

3　工事の着手
（1）街路整備工事　Ｌ＝838.9ｍ

目

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

東日本大震災関係費

総
合
計
画

( 1 )

国(県)支出金

0.4％

予
算
科
目

都市計画費

第  章

事業コード

Ｐ131
実施計画

掲載ページ

001-301-003-00832

7

67,043,555224,600,000

地方債

Ｈ27

達成率

5.3％

事業の進捗

31,357,000円 

7,267,826,000円 

目的及び事業内容

291,643,555

取　組　実　績

その他

目標値 実績等

386,340,555円 

成　　　　果

決算額の財源内訳

一般財源

決算額

成果に係る評価

　用地測量、道路詳細設計等各種業務を実施した。また、用地取得と併行して一部工事に着手した。

予算の執行状況
予算額

1,409,624,000

区分

7,267,826,000円 

　新渡波西地区被災市街地復興土地区画整理事業区域から国道398号までの区間において、用地取得率
が高まり、一部工事に着手し、事業進捗が図られた。引き続き、区画整理北側においても地元地権者と
の合意形成を図りながら用地取得率を高めていくとともに、関係機関等との協議も十分に行い、効率的
に事業を進めていく必要がある。
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188,270,615

国(県)支出金

42,361,615

その他 一般財源

145,909,000

地方債

　第三次緊急輸送道路として、湊地区産業系区画整理事業や魚町等の就業者の避難路を整備する〔湊中
央線（湊西地区土地区画整理事業）～国道398号〕。また、津波からの防御施設と併せて、被災時にお
ける復旧活動、避難活動等の迅速化を図ることを目的に、牧山への最短ルートとして、都市計画道路の
整備を行う。
　延長Ｌ＝186ｍ

成　　　　果

001-301-003-00915

予算の執行状況
予算額

668,700,000

決算額の財源内訳

決算額

成果に係る評価

　不動産鑑定評価、雨水排水施設修正設計業務を実施。また、地元地権者との合意形成を図りながら用
地を取得した。

土木費

取　組　実　績

街路整備事業（御所入湊線）〔復興交付金〕

Ｐ132
実施計画

掲載ページ
中　事　業

事業コード

御所入湊線街路整備事業費

目的及び事業内容

2　事業用地の取得
（1）用地取得
（2）物件移転補償

都市基盤の復旧・復興

予
算
科
目

都市計画費5 項

東日本大震災関係費7 目

8 款

(  )

復
興
計
画

( 3 )第  節

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

( 1 )

総
合
計
画

1　業務委託の実施
（1）不動産鑑定評価業務
（2）雨水排水施設修正設計業務

( 1 )

事　業　名

第  章

830,500,000円 

（単位：円）

Ｈ26 51,142,407円 6.2％

Ｈ27 239,413,022円 

　用地取得率が高まり、工事着手に向け事業進捗が図られた。引き続き、関係機関等との協議を十分に
行いながら効率的に事業を進めていく必要がある。

28.8％

830,500,000円 

830,500,000円 

Ｈ25 29,467,647円 3.6％

達成率
事業の進捗

区分
実績等目標値
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140,261,760円 2.0％6,917,311,200円 

予算の執行状況
予算額

1,225,604,200

決算額の財源内訳

決算額

48,814,760

その他

（単位：円）

成果に係る評価

一般財源

　地質調査、詳細設計が完了した。また、宮城県との工事に関する基本協定及び平成27年度協定を締結
し、工事着手に向け事業進捗が図られた。引き続き、関係機関等との協議を十分に行いながら効率的に
事業を進めていく必要がある。

地方債国(県)支出金

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

予
算
科
目

7 目

8 款

5 項

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

59,657,000

土木費

都市計画費

108,471,760

達成率
目標値 実績等

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

事業コード

目的及び事業内容

Ｐ131 中　事　業

　被災時における復旧活動、避難活動等の迅速化を図ることを目的として、湊地区と門脇地区を結ぶ最
短ルートとして、都市計画道路の整備を行う。〔門脇町四丁目（新門脇地区被災市街地復興土地区画整
理事業区域）～川口町二丁目（湊西地区被災市街地復興土地区画整理事業区域）〕
　延長　Ｌ＝935ｍ（うち、橋梁分 Ｌ＝536ｍ）

第  章

都市基盤の復旧・復興

（仮称）鎮守大橋整備事業費

事　業　名 街路整備事業（門脇町三・四丁目1号線（仮称）鎮守大橋）

第  節

(  )

復
興
計
画

( 3 )

( 1 )

1　業務委託の実施
（1）地質調査業務
（2）詳細設計業務
　

001-301-003-00831

31,790,000円 0.5％

Ｈ27

区分
事業の進捗

Ｈ26

　地質調査業務、詳細設計業務が完了。また、宮城県と工事に関する基本協定及び平成27年度協定を締
結した。

6,917,311,200円 
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目標値 実績（除却件数）

45件

45件

45件

36件

16件

12件

予算の執行状況
予算額

1,334,000

決算額の財源内訳

決算額

1,143,000 572,000

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　地震発生時に起こり得る通学路等に面したブロック塀等の倒壊による事故を未然に防止し、通行人の
安全確保を図るため、「石巻市スクールゾーン内危険ブロック塀等除却事業補助金交付要綱」に基づ
き、通学路等に面した危険なブロック塀等を除却する方に対し、除却及び除却後に軽量材で塀を新設す
る費用の一部を助成する。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　市報・ＨＰ等により周知を行っているが、東日本大震災を受けての倒壊や取り壊し、その後の除却・
設置により一定の成果が見られたことから申込件数が減っているものと考えられる。
　今後も、東日本大震災以降の大地震への備えとして、市全域への啓発活動を実施し、地震発生時にお
ける通学路等に面したブロック塀等の倒壊による事故を未然に防止し、市民の安全を確保するため、事
業を継続する必要がある。

1　補助金額

　(1)　除却補助

予
算
科
目

1 目

8 款 土木費

住宅費6 項

総
合
計
画

住宅管理費

(  )

地方債国(県)支出金

571,000

地域住宅事業費（一般住宅）

　「石巻市スクールゾーン内危険ブロック塀等除却事業補助金交付要綱」に基づき、通学路等に面した
危険なブロック塀等を除却及び除却後に軽量材で塀を新設した方に対し、補助金を交付した。

　　 1㎡当たり4,000円を乗じた額（限額額150,000円）

　(2)　設置補助

2　申込期間

004-007-001-00204 事　業　名 スクールゾーン内危険ブロック塀等除去事業

第 7 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

災害に対する備えを充
実する

Ｐ78 中　事　業

自然災害による被害を
軽減する

一般財源

第 4 章

　通学路等に面した危険なブロック塀等の除却事業の実施により、地震におけるブロック塀等の倒壊に
よる事故を未然に防止し、児童、生徒など通行人の安全確保が図られた。

　 　平成27年5月18日～平成27年12月11日

27％Ｈ27

区　　分
成果指標

　　 設置費用の1/3以内で、設置延長に4,000円を乗じた額又は100,000円のいずれか低い額を限度とす
   る。

80％

36％

達成率

Ｈ25

Ｈ26
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予算の執行状況
予算額

6,566,000

決算額の財源内訳

決算額

6,566,000 5,059,000

一般財源

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　災害時における避難路を確保し、安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備を図るため、「石巻市
狭あい道路整備要綱」に基づき、幅員4ｍ未満の狭あい道路に接する土地の所有者又は建築主等と協議
を行い、その当該道路の拡幅整備に対し、工事費用等の一部を助成する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　前年度まで増加が見込まれていた東日本大震災後の建築件数が前年並みとなったこと、また、市街化
整備された地区への建築が多かったことから、申請数が減ったと推察されるが、今後も、災害時におけ
る避難路を確保し、安全で良好な居住環境の整備を図るために、土地の所有者又は建築主等の理解と協
力の下、緊急時における市民の安全性向上を確保していくため、事業を継続する必要がある。

Ｐ95

　   工作物移転工事等費用、登記費用及び境界立会い費用に対し、損失補償基準要綱等により算定し
   た額の3/4以内の額

その他

40件

60件Ｈ26

6 項

総
合
計
画

住宅管理費

(  )

事　業　名

予
算
科
目

1 目

8 款

79件

第 2 節

( 2 )

中　事　業

住宅費

第 6 章
復
興
計
画

土木費

狭あい道路整備事業

日常生活を支える道路
網を形成する

40件 150％

地方債

　土地の所有者又は建築主等の理解と協力のもと、狭あい道路の拡幅整備を実施することにより、緊急
時の市民の安全が確保され、安全で良好な市街地の形成と居住環境の整備が図られた。

地域の個性が輝き融和
するまち

地域間連携により、大
きな魅力を創出する

32件

国(県)支出金

1,507,000

地域住宅事業費（一般住宅）

006-002-002-00205

(  )

(  )

区　　分

198％

実績

40件

　「石巻市狭あい道路整備要綱」に基づき、市街化区域内の幅員4ｍ未満の狭あい道路に接する土地の
所有者又は建築主等が実施した拡幅整備に対し、助成金を交付した。

達成率

1,611件

1,636件

1　助成金額

成果指標

目標値

Ｈ25

80％Ｈ27

2,176件

（参考）
建築確認申請数
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11％

14％

Ｈ26

Ｈ27

　木造住宅の耐震診断を実施することにより、現行の耐震設計基準との比較検討がなされ、住宅の耐震
化に対する意識向上が図られた。

区　　分 達成率

Ｈ25 32％

成果指標

目標値 実績

Ｐ157 中　事　業

復
興
計
画

002-201-004-00390 事　業　名 木造住宅耐震診断助成事業

( 2 )

( 1 )

第  章

恒久住宅の復旧・復興

第  節

(  )

地方債国(県)支出金

1,365,000

地域住宅事業費（一般住宅）

　「石巻市木造住宅耐震診断助成事業実施要綱」に基づき、昭和56年5月31日以前に着工された木造住
宅の耐震診断を希望する方に対し、市は耐震診断士を派遣し、耐震診断及び耐震改修計画の作成を行っ
た。

一般財源

2　申込期間

　   平成27年5月18日～平成27年12月11日

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

住まいの再建6 項

総
合
計
画

住宅管理費

( 2 )
予
算
科
目

1 目

8 款 土木費

住宅費

成果に係る評価

事業コード

　住宅の地震に対する安全性の確保及び向上を図り、震災に強いまちづくりを推進するため、「石巻市
木造住宅耐震診断助成事業実施要綱」に基づき、市内に存する住宅の所有者が耐震診断を希望する場
合、耐震診断士を派遣し、耐震診断及び耐震改修計画の作成を行う。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災時において、住宅が倒壊しなかった経験から、耐震化に対する意識が希薄になったことが達成率
の減少の要因となっているものと考えられる。
  また、震災を受けて倒壊・取り壊し、建替え等に伴う助成対象となる住宅の減少や、これまでの実績
等を踏まえて平成28年度の目標値を50件とした。
　今後も、住宅の地震に対する安全性の確保及び向上を図り、市民の安全を確保し、震災に強いまちづ
くりを推進するため、これまで以上の啓発活動を行い、住宅の耐震化への認識を深めて行かなければな
らないことから、事業を継続する必要がある。

　   市は、耐震診断士の派遣に要する費用のうち、対象住宅1棟当たり140,000円を上限とし、負担す
   る。

1　派遣に要する費用

予算の執行状況
予算額

1,820,000

決算額の財源内訳

決算額

1,820,000 455,000

その他

（単位：円）

90件 29件

90件 10件

90件 13件
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　 　  上記（1）から（3）に該当し、その他改修工事を行わない場合は、耐震化工事に要する費用の
     1/6以内の額（限度額150,000円）

3　申込期間

その他

　震災時において、住宅が倒壊しなかった経験から、耐震化に対する意識が希薄になったことが達成率
の減少の要因となっているものと考えられる。
　また、震災を受けて、倒壊・取り壊しや建替え等に伴う助成対象となる住宅の減少や、これまでの実
績等を踏まえて平成28年度の目標値を20件とした。
　今後は、これまで耐震診断を行い改修を要すると判断された住宅で、改修工事未実施の所有者に対
し、戸別に耐震工事への啓発活動を実施すると共に、広く市民に対して、住宅の耐震化を促進し、大規
模地震による住宅被害を減じ、震災に強いまちづくりを推進していかなければならないことから、事業
を継続する必要がある。

　(1)  避難弱者（高齢者のみ又は身体障害者が居住）の木造住宅

成果指標

　耐震診断の結果に基づき、現行の耐震設計基準（昭和56年6月以降）に達していない木造住宅に耐震
改修工事を施すことで、現行の耐震設計基準以上の耐力性を満たした建物へと改善が図られた。

6件

Ｈ27

地方債

5,416,000

決算額の財源内訳

決算額

3,900,000 1,200,000

一般財源

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　大規模地震による住宅被害を減ずるため、「石巻市木造住宅耐震改修工事助成事業補助金交付要綱」
に基づき、耐震診断を行い、耐震改修計画の作成をした市内に存する木造住宅の所有者が耐震化工事を
実施する場合、補助金を交付する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

　(3)  その他の地域に存する木造住宅

　「石巻市木造住宅耐震改修工事助成事業補助金交付要綱」に基づき、木造住宅の所有者が耐震化工事
を実施した場合、補助金を交付した。

1　補助金額

8％

予算の執行状況
予算額

取　組　実　績

予
算
科
目

1 目

8 款

6 項

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

住まいの再建

総
合
計
画

( 2 )

国(県)支出金

2,700,000

地域住宅事業費（一般住宅）

 　　耐震化工事に要する費用の4/9以内の額（限度額400,000円）

2　補助金特例加算

　(2)  特定地域（地域危険度マップで危険度が2以上7以下の地域等）に存する木造住宅

　 　平成27年5月18日～平成27年12月11日

002-201-004-00391 事　業　名 木造住宅耐震改修工事助成事業

住宅費

(  )

復
興
計
画

( 2 )

( 1 )住宅管理費

12％

中　事　業

　     上記（1）から（3）に該当し、その他改修工事又は建替工事を行う場合は、耐震化工事に要す
　　 る費用の5/18以内の額（限度額250,000円）

達成率

第  節

第  章

恒久住宅の復旧・復興

Ｐ157

区　　分

土木費

Ｈ25

Ｈ26

12％50件 6件

目標値 実績等

50件 4件

50件
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1　交付決定 件 円

うち平成27年度受付分 件 円

うち平成26年度受付分 件 円

うち平成25年度受付分 件 円

うち平成24年度受付分 件 円 左のうち平成27年度決算分

2　交付済 件 円 件 円

うち平成27年度受付分 件 円 件 円

うち平成26年度受付分 件 円 件 円

うち平成25年度受付分 件 円 件 円

うち平成24年度受付分 件 円

3　廃止 件 円

うち平成27年度受付分 件 円

うち平成26年度受付分 件 円

うち平成25年度受付分 件 円

うち平成24年度受付分 件 円

4　未交付（翌年度繰越） 件 円

うち平成27年度受付分 件 円

うち平成26年度受付分 件 円

41,032,000

                      住宅建設（購入）　上限457万円　用地購入　上限206万円　用地造成　59万7千円

第  章

恒久住宅の復旧・復興

（単位：円）

中　事　業

　東日本大震災により甚大な被害を受けた地域であって、津波等により住民の生命等に危険を及ぼす恐
れのある災害危険区域に所在する住宅の移転を行う住民に対し、早期の住宅再建を図るため、補助金の
交付を行う。

　　　　　　　　 ②住宅の建設(購入)のため、金融機関等から融資を受けた場合の当該借入金利子に相当する費用

Ｐ156

16

002-201-003-00389 事　業　名 がけ地近接等危険住宅移転事業〔復興交付金〕

第  節

(  )

がけ地近接等危険住宅移転事業費

東日本大震災関係費 ( 1 )

復
興
計
画

( 2 )

( 2 )

　　　　　　　　 ②災害危険区域外の場所に移転する方

　　　　　　　　 ③移転及び危険住宅の撤去又は再建住宅の土地建物に係る契約を行っていない方

補助額　　　　①移転及び危険住宅の除去に要する費用　上限80万2千円

土木費

住宅費

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

住まいの再建

総
合
計
画

実施計画
掲載ページ

予
算
科
目

3 目

8 款

6 項

183,389,000

事業コード

目的及び事業内容

550,162,000

地方債

補助対象者　①災害危険区域内に被災時に居住していた方及び現在も居住している方

国(県)支出金
予算の執行状況

予算額

1,083,811,000

決算額の財源内訳

決算額

その他

733,551,000

一般財源

86

22

733,551,000

102,668,000

512,417,000

51 275,367,000

17 101,802,000

130

22

107 601,434,000

227 961,839,000

10 32,106,000

184 592,041,000

256 1,039,912,000

540 2,257,982,000

22 102,668,000

200 633,073,000

1　平成24年12月1日　災害危険区域の設定

2　平成24年12月1日　東日本大震災に伴う石巻市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱施行
　　　　　　 　　　 補助金交付対象
　　　　　　　　　　　危険住宅の除去等に要する経費
　　　　　　　　　　　移転先住宅の建設等に要する経費

3　平成24年12月3日　補助金交付申請受付開始

取　組　実　績

　上記事業の実施により、早期の住宅再建に向けた住民の移転促進が図られた。

663

73

134

2,786,362,000

378,035,000

735,342,000

118,466,000

成果に係る評価

　早期の住宅再建を望む住民に対する移転支援策として、上記補助金の交付を実施することにより、移
転の促進が図られる。
　また、住宅の自立再建においては、様々なケースが想定されることから、市独自支援等、他制度との
整合を図りながら、移転支援を推進する必要がある。

55 151,211,000

0 0

29 78,073,000

成　　　　果

68 377,169,000
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1　移転対象住民の合意形成

2　防災集団移転促進事業の大臣同意の取得

市街地 1 地区

石巻 地区

河北 地区

雄勝 地区

北上 地区

牡鹿 地区

3　防災集団移転団地の設計、用地取得、造成工事の着工状況

全地区、造成着手済み

※　市街地に係る用地取得は土地取得特別会計、造成工事は市街地開発事業特別会計で実施

4　供給開始地区及び引渡済件数造成完了地区

石巻 地区 桃浦、竹浜、鹿立浜、小竹浜、折浜・蛤浜、月浦、牧浜、福貴浦、祝田

河北 地区 間垣

雄勝 地区 名振、熊沢・大須、羽坂・桑浜、立浜、小島、明神、波板、大浜、水浜、分浜

北上 地区 大指・小指、小室、釜谷崎、月浜・吉浜

牡鹿 地区 小網倉浜・清水田浜、給分浜、十八成浜、泊浜、大谷川、前網浜、大原浜

　宅地供給開始地区(一部引渡し含む。)

市街地 5 箇所 戸 新蛇田(345戸)、新渡波(37戸)、新渡波西(19戸)、あけぼの北(31戸)、

新蛇田南(26戸)

石巻 地区 戸 桃浦(3戸)、竹浜(2戸)、鹿立浜(9戸)、小竹浜(1戸)、折浜・蛤浜(6戸)、

月浦(4戸)、牧浜(5戸)、福貴浦(18戸)、祝田(3戸)

河北 地区 戸 間垣(3戸)

雄勝 地区 戸 名振(8戸)、熊沢・大須(3戸)、羽坂・桑浜(3戸)、立浜(12戸)、小島(7戸)、

明神(7戸)、波板(1戸)、大浜(6戸)、雄勝中心部(1戸)、水浜(12戸)、分浜(6戸)

北上 地区 戸 大指・小指(16戸)、相川(10戸)、小室(18戸)、釜谷崎(6戸)、月浜・吉浜(9戸)

牡鹿 地区 戸 小網倉浜・清水田浜(13戸)、給分浜(14戸)、十八成浜(7戸)、泊浜(2戸)、

大谷川(13戸)、鮫浦(2戸)、前網浜(7戸)、大原浜(10戸)、鮎川浜(13戸)

予
算
科
目

8 款 土木費
総
合
計
画

第  章
復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

6 項 住宅費 第  節 ( 3 )

防災集団移転促進事業、集団移転地までの水道施設事業〔復興
交付金〕

減災まちづくりの推進

3 目 東日本大震災関係費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

4

河北、間垣

13

実施計画
掲載ページ

Ｐ127、128 中　事　業 防災集団移転促進事業費

事業コード
001-301-002-00316
001-301-002-00685

事　業　名

9

目的及び事業内容

　東日本大震災により甚大な被害を受けた地域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域内に
ある住居の集団移転を実施し、都市基盤の復旧・復興と早期の住宅再建を図る。

平成25年3月までに、市街地1地区、沿岸・半島部46地区、全47地区の事業の大臣同意を得て整備
計画を公表

新蛇田、新蛇田南、あけぼの北、新渡波、新渡波西（5箇所）

11 桃浦、竹浜、荻浜、鹿立浜、月浦、佐須、小竹浜、折浜・蛤浜、牧浜、福貴浦、祝田

取　組　実　績

1

10

大原浜、小渕浜、鮎川浜、谷川浜・祝浜

名振、船越、熊沢・大須、大浜、波板、羽坂・桑浜、立浜、小島、明神、雄勝中心部、

唐桑、水浜、分浜

8 小指・大指、小室、白浜・長塩谷、釜谷崎、小泊・大室、相川、月浜・吉浜、にっこり団地

12 小網倉浜・清水田浜、給分浜、十八成浜、鮫浦、泊浜、前網浜、寄磯浜、大谷川浜、

予算の執行状況
予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

（単位：円）

一般財源

30,531,434,415 29,704,852,217 25,902,849,840 3,802,002,377

　上記事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興、住宅再建に向けた事業の推進が図られ、全地区
の造成に着手、40地区において718戸の宅地供給を開始した。

9

1

7

2

51

3

　大臣同意を得た全47地区のうち、40地区(一部引渡し含む。)において造成が完了し、718戸の宅地供
給を開始した。
　今後も造成が完了した地区から順次宅地を供給し、移転者の早期住宅再建に努める必要がある。成果に係る評価

成　　　　果

59

81

458

11

5

9

66
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（Ｈ27年度完成）

1 新蛇田 21 祝田

2 新蛇田南 22 桃浦

3 筒場 23 小竹浜

4 黄金浜北 24 鹿立浜

5 新沼 25 前網浜②

6 大街道北二丁目 26 泊浜

7 泉町四丁目 27 給分浜

8 中央一丁目 28

9 駅前北通り一丁目 29 大原浜

10 中里一丁目 30 大浜

11 不動町二丁目 31 名振

12 あけぼの北 32 熊沢

13 三ツ股一丁目 33 小島

14 住吉町一丁目 34 明神

15 水明北一丁目 35 水浜

16 水押一丁目 36 間垣

17 中里六丁目 37 月浜・吉浜

18 新渡波（Ｃ）

19 新渡波西（Ａ）

20 月浦

工事完成率 戸 / 戸 ＝ ％ （平成28年3月末時点）

11

2

3

2

4,500

1

5

3

17

完成年度

2,438

149

780

1,509

929

2,438

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

20

129

合計

小網倉浜・清水田浜

累計戸数

20

10 民間買取

民間買取

民間買取

1,509

民間買取

民間買取

民間買取

12

11

5

2

4

3

2

民間買取

民間買取

民間買取

民間買取

民間買取

民間買取

民間買取

予
算
科
目

8 款 土木費
総
合
計
画

第  章

3 目 東日本大震災関係費 (  )

( 2 )
市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

( 1 ) 恒久住宅の復旧・復興

6 項 住宅費 第  節 ( 2 ) 住まいの再建

実施計画
掲載ページ

Ｐ155 中　事　業 復興公営住宅整備事業費

事業コード 002-201-003-00384 事　業　名 復興公営住宅整備事業〔復興交付金〕

復
興
計
画

目的及び事業内容

　東日本大震災により住宅を失った市民に対し、復興公営住宅を供給することにより、恒久住宅の復
旧・復興の推進を図る。
　市全体で4,500戸を計画しており、市街地においては3,850戸、半島沿岸部においては650戸の整備を
進めている。

取　組　実　績

成　　　　果

成果に係る評価

　平成28年度は約1,200戸の完成を見込んでおり、平成27年度までの完成分と合わせ、約3,640戸が完成
する見込みである。
　東日本大震災により住宅を失った市民に対する住居の確保は、本市においての最重要課題であり、早
期の入居開始に向け、引き続き事業を推進する必要がある。

43 県代行

29 県代行

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

42,617,067,566 42,537,830,928 5,315,700,000 37,160,052,000 62,078,928

65 ＵＲ

28 ＵＲ

39 ＵＲ

28 ＵＲ

51 ＵＲ

民間買取

県代行

333

　平成27年度においては、37住宅1,509戸が完成した。平成26年度までの完成分929戸と合わせ、2,438
戸が完成し、恒久住宅の復旧・復興に向けた事業の推進が図られた。

54.2

20 民間買取

92

民間買取

327

県代行

県代行

民間買取

民間買取

民間買取

5

1

　下記の住宅の工事が完了した。

住宅名住宅名 戸数 整備手法 整備手法戸数

50 民間買取

16 民間買取

民間買取

24 ＵＲ

162 民間買取

26

4 民間買取

58 民間買取

15 民間買取
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1（仮称）中央一丁目14・15番地区ディサービスセンター

： ディサービス、居宅介護支援事務局

： 719.69㎡

：

：

： 86,239千円（平成27年度分）

： 57,492千円（平成27年度分）

予
算
科
目

8 款 土木費
総
合
計
画

第  章

3 目 東日本大震災関係費 (  )

( 2 )
市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

( 1 ) 恒久住宅の復旧・復興

6 項 住宅費 第  節 ( 2 ) 住まいの再建

実施計画
掲載ページ

Ｐ157 中　事　業 復興公営住宅整備事業費

事業コード 002-201-003-00541 事　業　名 高齢者生活支援施設等整備事業〔復興交付金〕

復
興
計
画

その他 一般財源

目的及び事業内容

　東日本大震災の被災者の日常生活上の利便性・安全性の確保、高齢者や障害者等のニーズに対応する
生活支援サービスの提供を図るため、公的賃貸住宅に併設する高齢者生活支援施設について、当該整備
費の一部を補助するもの。

取　組　実　績

成　　　　果

成果に係る評価

　平成28年9月に完成が見込まれている。
　東日本大震災の被災者の日常生活上の利便性・安全性の確保、高齢者や障害者等のニーズに対応する
生活支援サービスの提供は、本市においての重要な課題であり、引き続き事業を推進していく必要があ
る。

50,305,000 7,187,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

57,500,000 57,492,000

用 途

平成27年4月1日

平成28年3月31日

　市営中央一丁目第三復興住宅、高齢者生活支援施設が含まれる市街地再開発事業が平成27年2月に着
工し、高齢者生活支援施設整備に係る進捗率は平成28年3月末時点で31％となっている。

床 面 積

交 付 決 定

事 業 完 了

事 業 費

補 助 金
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